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公的年金財政状況報告 一平成17年度－ （要旨）  

図表1 財政収支状況 一平成17年度－  

区 分   
公的年金  
制度全体   

億円  

収入総額  簿価ベース  491，685   
時価ぺ－Ⅳス   ［594，555］   

保険料収入   263，242   

同庫・公経済負担   68，368   

追加費用   16，599   

運用収入  簿価∴－ス   37，124   
（再掲年金留金運用基金納イ寸金）   （8，122）   

時価ベース   ［139，550］   

積立金相当額納付金   1，382   

職域等費用納付金   2，955   

解散厚生年金基金等徴収金   34，568   

積立金［り受入   67，036   

その他   ※ ′412   

支出総額   475，344   

給付費   427，694   

そ〃）他   47，650   

○公的年金制度全体の財政収支状況   

一給付費は42．8兆円一   

公的年金制度全休でみると、17年度の収入は   

保険料収入26．3兆円、l札嘩・公経済負担6．8兆   

円等、支Lllは年金給付費42．8兆円等となってい   

る。 17年度末の積立金は、簿価ベースで19こう．2   

兆円、時価ベースで201．9兆円であり、時価ベ   

ースで初めて2：00兆円を超えた（図表1、本文図   

表2－1－1）。   

○保険料収入 一全制度で増加一   

保険料収入は、厚生年金20．1兆lTj、国共済1．0   

兆円、地共済3．0兆円、私学共済0．3兆円、同   

民年金1．9兆円であった（本文図表2－1－4）。17   

年度は、16年度に減少した国共済と国民年金が   

増加に転じ、すべての制度で増加した。   

○給付真   

一国共済以外の被用者年金、基礎年金で増加－  

収支残  簿価ベース  

時価べ－－ス  

16，341  

［119，211］  

年度末積立金 簿価べ山ス  

時価ベース  

1，931，622  

［2，049，051］  

一己 公的年金制度t体ヒtこtノ）財政収支状況をト∵えるため、公的年  
金制度内ごノ）十りノヒりて′レ）ろ基礎年金拠出金、基礎年金交付金、   

財政調整柳出金∴牢東條険者拠出金（国♯済組合連合会等拠出金   
収入）ミーノ〕いこ、収人・支出両面から除いていろよた、単年度   
J）財政収支状況をとし、）カろプ、一計）、収入折そJl他（※）にけ、駐礎   
年余掛后L′）前年度利余金受入一15，購（）億円を除いた額を計上L  

国民年金（国民年  
告吏Jlこいろ   

こいろ フ上ご」∴ 支出ノ）そし′）他にH、厚生年金一  

粂御方）ノ）財政融資資金繰上償還等資金財源カ  

給付賢住は、厚生年金22．0兆円、国共済1．7兆円、地英済4．3兆円、私学共済0・2  

兆Il】、国民年金の国民年金勘定2．0兆円、基礎年金勘定12．6兆「1］であった（本文図表  

2－1－12）。国共済以外の被用者年金で増加が続いている。国民年金では、基礎年金勘定   

で大幅な増加が続く 一方で、国艮年金勘定では一員して減少傾向が続いている。  

注 各制度の給＝費は、濃礎年金相当給付費川」法年金の給イ寸費のうち基礎年金相当とされる分）を含む 

し司民年金勘定の給付費は主とLて旧法区民年金の給付費、基礎年金勘定の給付費は其礎年金給付費である 

○積立金   

積立金注は、厚生隼令132．4兆円［140．3兆円］、国共済8．8兆円［9．2兆円］、地共  

済ニー8．8兆Fl］［41．5岨－］］、私学共済3．3兆円［3．5兆円］、国民年金勘定9．2兆円［9．7   

兆円］、基礎年金勘定0．7兆l－］であった。（本文図表2－1－15）。なお、厚生年金の積立金   

には、厚生年金展金が代子ー二している部分の積立金は含まれていない。   

柱 数値は簿価べ－一ス r内は時価ベースである．、時価評価♂）方法については本丈図表2117参照 

▼1l   



○単年度収支状況  

単年度収支状況は、年金数理部会が公的年   

金制度の財政状況を年金財政の観点から制度   

横断的に比較・分析したもので、厚生年金・   

国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受  

入」及び基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」   

を除いて算出した単年度の収支状況を示して   

いる。公的年金制度全体の単年度の収入総額   

は、簿価ベースで42．5兆円、時価ベースで   

52．8兆円、単年度の支出総額は47．5兆円と   

なっている（図表2、本文図表213）。   

単年度収支残ナiミは、簿価ベースで5．1兆円の   

赤字、時価ベースで5．2兆円の黒字となって   

いる。平成16年改正により積立金を活用する   

有限均衡方式による財政運営に変わっており、   

財政再計算において改正内容を織り込んであ   

らかじめ見込まれていた状況と比較して評価   

する必要がある。  

図表2 単年度収支状況 一平成17年度－  

【隼金数理邪余′ウ、隼奔≠相打）観点から肘＝封矧斬的に比較・分析Lた≠，〝）】  

［メニ 分  

公的年金  
制度全体  

億円  

総額  滞価ベース  424，650  

時価ベース   ［527，519］  

保険料収入   263，242  

国庫・公経済負担   68，368   

収単 年  追加路用   
16，599   

入度  運用収入  簿価ベース   37，124  

（再掲年金資金運用基金納付金）   （8，122）  

lけイItliベース   ［139，550］  

積立金和当客錮内付金   1，382  

職域等費用納イ、十金   2，955  

解散ノiノ：／川二金基金等徴収金   34，568  

その他   412   

475，344  

支妄 年  総額     給付費   427，694   

出雲  その他   47，650   

単年度収支残 簿価ベーース  

時価ベース  

△ 50，694  

［52，175］  

年度末積立金 簿価ベース  

時価ベース  

1，931，622  

［2，049，051］  

注 公的隼金制度1リ本としてい財政収支朋況をとらえろため、公的隼金  
制低【人Jで〃）やりとりでぁる基礎イト金他日食、尉蓬勺二金交付金、肘1攻  

調整拠＝企、隼金保険骨拠．し†1金（同県芹組合連合会等拠＝金収入）  
に／〕いて、収入・友．L＝いl相而吊，除いている  

注 公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・円民年金（国民年金勘定）  

の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積、1／二金より受入」を予算計卜して財源を確保し、  

当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、単年度収支残（凶表2）は、耳業運常の結果をホす  

決算の収支残（図表1）とは異なるものである。  

r・人   

35，000  

l対表ニj 被保険者数の推移  r一人  

2 被保険者  

○被保険者数 一厚生年金、私学共済で増加一   

被保険者数は、被用者年金が、厚生年金3，302   

万人、国共済108万人、地共済307万人、私学共   

済45万人の計3，762万人、国民年金第1号被保   

険者が2，190万人、第3号被保険者が1，092万人   

で、公的年金制度全体では7，045万人であった  

（図表3、本文図表221）。17年度は、厚生年金   

と私学共済で増加し、被用者年金制度計で1．3％   

増加した。一方、国民年金第1号被保険者は1．2％   

減少し、公的年金制度全体では0．2％増加した。  

5，000   

1，000   

3，000   

2，000   

1，000   

0  

、I（成 7 8 91011121：う11151617 隼度   
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01人当たり標準報酬額 一男女間の差が小さい国共済と地共済－   

1人：上1たり標準報酬月額（賞万▲は含まない）は、厚生年金こう1．3ノ刃tj、国共済40．9   

万ll」、地共済45．5川【J、私ノ、；∫二共済37．0力▲lリであった（本文「叉1表229）。一方、賞与   

も含めた1人当たり標準部掴卜l額（総報酬ベース・月顔）は、惇生年金37．4万円、国共   

済5ノ1．6ノノト1］、地火済60．こう力▲巨］、私学井済り9．0ノノー「1jであった（本文図表2－2－10）。いこI   

共済と地共済は、厚生隼金や私学共済に比べて男女間の差が小さい。   

ii 十戒15佃生かJ」総報酬制がや人された  

「▲人   図表4 受給権音数の推移  r人  3 受給権者  

○受給権者数 一各制度とも増加が続く一  

受給権者数は、厚生午金2，511万人、国   

共済98力▲人、地共済229ガ人、私学共済   

28 ノノ人、何民年金（新法張礎年金と旧法国   

民年金）2，439万人であった（図表1、本文図   

表231）。何らかの公的年金の受給権を有   

する者はこう，2巨；7ノノ人である「ノ 各制度とも増   

加を続けているが、被用昔年金では16年度   

去でに比べ伸び率は鈍化している 

：う，0りり  

2，0（川  

1，0（川  

り  

巨成 7 バ リ1り11121：う11】5】617 牛摩   

○老齢・退年相当の年金の平均年金月額  

老齢・退牛相、11－i二l（7）年金の平均隼金月額－iコ（老齢基礎年金分を含む）は、厚生年金（厚   

生年金基金代行分も含む）16．5万H、国共済20．9力1T］、地共済22．3万「1、私学共済   

2（〕．7力▲「T】、国民隼金（新法老齢基礎年金及びIH法国民年金の老齢年金）5．3力▲円であっ   

た（本文図表2こト1∠け。被用者隼金では、私学共済が数年ぶりに増加したほか、他制度   

の減少も小帖に留まった。〕一ん、国比年金は増加を続けている（本文図表2－3－16）〔。  

手il 老齢・退隼Ⅲ1ムL、被伏険昔期甘け老齢蟻値隼余の賢灘凋＝～ijを満たしていろ（経過描昭（呪仙ま2（〕隼以卜）  

及び申．溝紅け特車川描（1ト牛以仁」≠）合む）新吏〟）且齢り′いト企及び赴職扶済圧凍、、1巨びに＝吊ム〃）老齢隼企  

及び退職イドく巨〃）二とをいう   

汗1 比較に際Lてけ、J】∴針隼1ポニ瑚■細川；う〉′うミ「キ去れろこと〃）他、リJ女比や、lリうノノ州人期閃に制度l吊で差があるこ  

とに留意が必■要ごL♭）ろ  

¶11l【   



4 財政指標  

○年金扶養比率 一高い私学共済、低い国共済、地共済。各制度とも低下一  

年金扶養比率注は、厚生年金2．87、国共済1．71、地共済1．95、私学共済5．02、国民   

年金2．87であり、各制度とも一貫して低下してきている（本文図表2－4－2、2－4－3）。   

年金扶養比率の高い私学共済は、成熟が厚生年金などに比べて進んでいない制度、逆   

に年金扶養比率の低い国共済、地共済は成熟が進んでいる制度といえる。   

注 被保険者数の受給権者数（老齢・退年相当の受給権者数）に対する比。  

○総合費用率   

総合費用率注は、厚生年金17．8％、国共済16．7％、地共済16．2％、私学共済11．8％   

であった（本文図表2－4－8、2－4－9）。16年度から国共済と地共済の財政単位の一元化に  

伴う財政調整が行われ、17年度に満年度化したことなどから、国共済の総合費用率は   

2年連続の低下となった。  

注 実質的な支出のうち自前で財源を賄わなければならない部分の標準報酬総額に対する比率。  

厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含まない。  

5 平成16年財政再計算における将来見通しとの比較  

○保険料収入   

保険料収入は、厚生年金は実績注1が将来見通し注2を上回ったが、国共済＋地共済注二う、   

私学共済、国民年金は下回った（本文図表3－2－1）。上回った割合は、厚生年金は1．1％   

であった。一方、下回った割合は、国共済＋地共済2．3％、私学共済0．3％、国民年金   

5．8％であった。  

注1厚生年金については、「実績推計」（本文90頁参照）で比較している。以下においても同様であろ。   

注2 将来見通しは、平成16年財政再計算における将来見通しに平成16年改正後の基礎年金の国庫・公経済負担  

の引上げを反映させた加工値（本文91頁参照）である。以下においても同様である。   

注3 国共済と地共済の財政単位の－一元化に伴い、財政再計算では両者の財政を一体として扱った将来見通しが示  

されている。ここでは、国共済と地共済の合算分を「国共済十地共済」と表記している。  

○被保険者数  

被保険者数は、厚生年金、私学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを   

上回っているが、国共済＋地共済は下回った（本文図表3－2－2）。上回った割合は、厚   

生年金1．5％、私学共済1．3％、国民年金（基礎年金）0．5％であった。・一方、国共済   

＋地共済は実績が将来見通しを0．3％下回った。  

‾1V‾   



○実質的な支出額   

実質的な支出額パま、厚生隼金、私学共済は、実績が将来見通しを上回ったが、国共   

済＋地共済、l刃民隼金は卜匡一った（本文図表3－2－5）。上回った割合は、厚生年金2．2％、   

私学共済1．0（滝であった。一方、卜回った割合は、同共済＋地共済1．2％、国民年金   

4．0？イ）であった。  

注 文仙／）うナノ、イ闘絆仙人、連川収人及び回帰・公経済則ILで賄うことになろ部分 

○受給者数   

受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済は実績が将来見通しを下回った   

が、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む））はと回った（本文図表3－2－6）。   

卜回った割合は、厚生年金2．5（舛）、国共済＋地共済3．0％，、私学共済1．5％であった。   

一方、国民年金（基礎年金）は1．4（滝上回った。  

図太5 隼倒来机上ヰ  

○年金扶養比率  

年金扶養比率は、厚生隼金、国共   

済十地共済、私学共済は実績が将来   

見通しをlJ司り、国民年金は下回っ   

た（図表5、本文図表331）。上回   

った幅は、厚生年金0．01ポイント、  

しキt】し（1、財政十㍍圧†にわける将来比通Lと比恒  

1ろため、 ′L三紅潮賞」1ノ＼り1たりては′こく、   

′ヱも′i〃いし1たりの裾＝紺針打数を≠ ナた  
上糸1賞／＼－－て〃〕1丁；‡一法イ、の′1、うノ■‘rて  

＼＼＼  

、 ＼  
、＼＼＼  

卜けこ隼・1ナ2．HH  
国共済＋地共済0．01ポイント、私  

ノ、芋共済0．16ポイントであった。   
2  

1  

／ 
√十 川トリ いこ】勘斤1．7六  

将来見通L  

，F．信射で塙－∴ 討瞞机上再訂持し叫巾てある  

実績  

隼度  
15   川  17  1R  19   20   21  

「、昭雄 総合費用率  

放′トご 巨†Jk17牛伎山王凝  

○総合費用率  

総合費用率は、厚生隼金、国共済   

＋地共済、私学共済、いずれも実績   

が将来見通しを上回った（図表6、本   

文図表3－34）：ト上回った幅は、厚生   

年金0．3ポイント、国共済＋地共済   

0．2ポイント、私学共済0．2ポイント   

であった 

．′一一一・ノー‾‾・   

＿一一一一一一一′‾‾‾‾ ‥   

トrlり 枇＝膏＝ト＋  

＝．h牛牛隠州1識紺㍍ ＝L十巨に札止  
し」寸ひ振1ろ′－－机、悍′H巨魁域余しハイし子11  

ト十うナヰ′ノりしtろ′′工し、将来札止机ノ＼1に推算  

L    〉、い′）／J  

iエJ、紺1、′長績（美綜Ⅲ信一）、細練＝刊十  

第二結県∴イ吊1tl叶・改正後出回亜・公経済烏  

抑引Hrを木川畑た址Ⅰ二伸ごrミ・）ろ  

地代済16．2  

一一一・－一・・〆・一一二〆㌦㌦〆㌦〆㌦r〆ノー／  

将来兄通L  
尖織  

隼度   
15  1（う  17  1日  19  2（）  21  
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6 実績と平成16年財政再計算の将来見通しとの禾離分析  

○積立金の実績と将来見通しとの奉離分析   

被用者年金制度において、積立金は実績が将来見通しを上回っており、名目運用利   

回りが将来見通しを上回ったことが大きく寄与している（本文図表3－43）。さらに細   

かくみると、名目賃金上昇率が将来見通しを下回ったことが、積立金を減らす方向に   

作用している（本文図表3－4－6）。時価ベースでみた場合、各共済の積立金は簿価ベー   

スより大きくなり、将来見通しとの乗離は－一層大きくなっている。   

（「実質」でみた財政状況）   

公的年金では、保険料や給付費など収支両面とも長期的には概ね名目賃金上昇率に   

応じて増減することから、積立金に名目賃金上昇率の要因による乗離が生じても、実   

質賃金上昇率等が変わらなければ、名目賃金上昇率の違いは長期的には財政的にあま   

り影響がないと考えられる。   

名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値ナ1二を実績の積立金と比較すると、各制度   

とも、実質的な運用利回りが将来見通しを上回ったことによって、大きくプラスであ   

る（図表7、本文図表3－4－7）。これは、年金財政の観点から見れば、実績の方が将来   

見通しよりも良い方向に推移していることを意味している。   

注 平成16年財政再計算における将来見通しについて、名目賃金上昇率を、財政再計算の前提の数値から実績の数  

値に置き換えて算出した推計値。  

図表7 積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの範離状況  

【将来見通しの平成17年度を基準（＝100）にして表示】  
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厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  

（参考）図表の見方  

・「実績」（中央の棒グラフ）と「名目賃金ヒ昇率の違いを除いた場合の推計値」（右端の棒グラフ）の  

差が、前述の「実績の方が将来見通しよりも良い方向に推移していること」を表している。  

‾Vl‾  



○収支比率注の実績と将来見通しとの帝離分析  

被用者年金制度において、収支比率は実績が将来見通しを下回ったが、その禾離の   

大部分は、各制度とも、 17年度の運用収入が将来見通しを上回ったことにより発生し   

たものである（本文図表3－5－2）。  

往 実質的な支出国庫・公経済負担の r保険料収入十運用収入．に対する百分比 

○積立比率注の実績と将来見通しとの帝離分析  

被用者年金における積立比率（時価ベース）は、厚生年金では実績が将来見通しを   

下回り、国共済十地共済及び私学共済では実績が将来見通しを上回った。これらの蔀   

離は、厚生年金では17年度の「実質的な支出一国庫・公経済負担」の釆離による分が   

大きく、国共済＋地共済及び私学共済では17年度の「前年度末積立金」の帝離による   

分が大きい（本文図表3－5－5）。  

柱 前年度末積立金の当該年度の r実質的な支出国庫・公経済負担」に対する比。  

一一Vl「   



FinancialReportonthePubliePensionSystem  
FiscalYear2005（Summary）  

FigurelFinaneialStatus（FY2005）  

1．FiscalRevenueandEx  ,enditure PubllCPenSlOn  
Plansasal～’hole  

（二1ass点じatl〔）n  

E］Thc FinancialStatus ofPublic Pension   

P］ans as a・Whole－42．8trillion yenin   

Bene爪ts  

The financialstatus of public pension   

plans asa＼VhoIcfbrFY2005reヽ▼ealsthat   

26．31ri11ionyen ofrcl’enuelヽ▼aSincome   

丘om contributions and6．8trillion yen   

was from subsidies bv state etc．、＼Vhile   

42．8trillion yen ofthe expenditure11’aS   

fbr pension bcnefits．The reserヽ▼e at the   

CndofFY2OO5was193．2b－i11ionyen at   

bookl’alue and 2O4．9 trillion yen at   

market ヽ▼alue．For the flrst time the   

resen▼e at market＼■alue exceeded 200   

trillionyen（Figurel．Figure2－1－1inthe   

report） 

□Contributions－Increasedn）rall   

pensil川plans  

Contrlbutions of Employces．Pension  

Insurance（EPl）were201tri11ion yen＿   

those of National Public Service  

ト1ta】reヽenulニ  

し二（1ntrlbuいりnS  

SuhsldlCSll＼′statc etc   

SubsldlビSJt）rr－トビstn、、als－pa＼・nlentSし－i、prlし－rPerいd  

lnヽ▼eStmen†1nC〔）me  

（hい（）L＼aluビ）  

tmdrket＼aluc）  

（h〔）Okヽ’aluc）  

（Relnl†tⅢ1CeSrIOltllheしiし）ヽe171111e11tPellSlし一11hl＼7eStItleutFしuld）  

tmarketヽ・alue）  

f）a＼■mentいtlthc cし〕Stlt）rCOnS（）11datl（1nい1、ft）nnじ「人t・LAs  

Pal’mentOi’thccostlt－「山ct－CCuPatlOnalportlOne＼Ceed‖－I  

I〕a）・mentOi、thecいSt土brc（－ntraCtuュgbackln一口Ef）l（）ilEf）Fs  

「11ransl七r上inmthercserヽ・e   

〔）thers  

TotalexpcndlturC   

Benellts  

Others  

Balanceofre、’enuesandexpendltu】eS  （bookヽ▼alue）  

（marketヽ’alue）  

l（）、うヰt  

［119、コ11］  

Resen’ealtheendし）i、hscal＼′ear  （bookヽalue）  

（marketヽ▼aluc）  

l．9：‡l，6ユニ  

L：、0ヰ91051j  

No（e Tocalculatere、’enueandexpendlturelnCOnSOlldatedbase．theibllowulgCOntrlbutlOnS  

andcorrespし）nJmgre、renueareeXCluded正一一mhothreヽenueandexpendltuTeSummatlOn  

becduSethoseこOntrlhutlOnSdndlnCOmearePaldltomし一nePubhcpensIOnPlantc｝OtherpubllC  

PenSlOnPlanしOntrlbutlOntOBasICPLmSl（肌COntrlbutlOntOtheequlValenttobene11tsorBasIC  

PensIOn（01dla、、（PenSIOnlが入eil七ctl、’ebelbreFY1986））．contrlbutlOnrePreSentlnglrlterザ1an  

liscalad】uStmentSbetweenm）SPan（1I・PSPandcontrlbut10ntOSuPpOrtJTM人丸JRMAA  

andNTThLAJへthatconsolldatedtoIミPIAddltlOnall＼′theamoutortransferiiomthesurplusor  

Preヽ’lOuS）ear（l、5489bllllOn＼en）1nBasICPenslOnAccountlSeXCluded土tom”（）thersll（＊）m  

reヽ’enue NotethatL、〔）thersl．1neXPendlturelnCludesexpendltureaSthesourceslbrsuchasthe  

adヽ◆ancedrcdemptlOntOFISじalI＿OanFund．whlChappearmEPlandNP（NatlOnalPens10n  
Account）   

PersonnelMutualAidAssociation（NPSP）   

Werel・（）trillionyen、LocalPublicSerヽ’icePersonnelMutualAidAssociation（LPSP）were3．Otrillionyen、   

MutualAidCorporationfbrPriヽ■ateSchooIPersonnel（PSP）wereO．3trillionyenandNationalPension（NP）   

Werel．9trillion yen（Figure2－l－4in the report）．Contributions ofNPSP and NR which decreasedin   

FY2004．increasedinFY2005、reSultingthatcontributionsfbrallpensionplansincreased．   

□PensionBeneⅢs－IncreasedhrEmployeePensionPlans（exceptNPSP）andBasicPension   

BenefitslofEPI、、▼erC22・Otrillionyen，thoseofNPSP、、▼erel・7trillionyen，LPSPwere4・3trillionyen，PSP  

、、■ereO．2trillionyen、NP－sNationalPensionAccountll’ere2．Otrillionyen．andNP’sBasicPensionAccount  

、1，ere12．6trill五on yen（Figure2－l－12in the report）Pensions benents areincreasing fbr allemployee   

pension plans except NPSP With regard to NR＼＼’hile Basic Pension Account continued toincrease   

Slgnincantlヽ▼、NationalPensionAccounthastendedtodecrease，  

Note）－ BenefitsLbreachpensIOnPlanlnCludctheequlValcnttobenelitsol、BasICPenslOn（thepartlalamountof－benefits  

undertheoldla、VregardedequlValenttoBasICPensIOn）rlllebenelitspaldbl’theNatlOnalPenslOnAccountare  

malnlvthoseundertheoldNatlOnalPensIOnLaw ThebenefitspaldbvtheBasICPensIOnAccountarethoseor  

Bas】CPensIOn   



［コReserve   

Reserve10fEPIwas132．4trillionyen（1403trillionyen），thatofNPSPwas8．8trillionyen（9．2trillion   

yen），LPSPwas38．8trillionyen（4l．5trillionyen），PSPwas33trillionyen（3，5trillionyen），NP－sNational   

PensionAccountwas9．2trillionyen（9．7trillionyen）andNP’sBasicPensionAccountwasO・7tri11ionyen・  

（Figure2－l－15inthereport）．NotethatthereserveofEPIdoesnotincludethatofthesubstitutionalpartof   

theEmployees’PensionFund．  

Notel Thevaluesareatbookvalues mevaluesinparenthesesareatmarketvalues．Themethodfbrmarketvalue  
assessmentisaspresentedinFigure2－1－17inthereport・  

□AdjustedFinancialStatustoobservetheeventsrelatedtothepresentyear  

一
卜
耗
穴
宰
．
・
≠
・
－
J
…
丁
∴
n
■
“
「
ん
l
・
■
㌣
 
 

Adjusted Financial Status to observe 

theeventsrelatedtothepresentyear  

iscomparedandanalyzedinacross－  

SeCtionalway丘om the viewpolntOf  

PenSion 茄nances by Actuarial  

Subcommittee．Itis calculated by  

excluding”tranSfer  from the  

reserve’’in EPIand NP（National  

PensionAccount）andtheamountof  

tranSferfromthesurplus ofprevious  

yearin Basic Pension Account．The  

total amount of revenue on the  

a4justed nnancialstatus base for  

PublicpensionplanSaSaWholewas  

42．5trillionyen atbook value，52．8  

trillion yen at market value and the 

total amount of expenditure on the 

a4justed 坑nancialstatus base was  

47．5trillionyen（Figure2，Figure2－  

1－3inthereport）．  

The balanCe Of revenues and  

expendituresonthea句ustedfinancial  

statusbaselwas－5．1trillionyen at  

book value and＋5．2trillion yen at  

Figure2AdjustedFinancialStatus  

toobservetheeventsrelatedtothepresentyear（FY2005）  
’’ThetablecoInparedandan山野edmacross－SeCbonalway丘om山eⅥeWpO血OrpeⅣ10n血1aⅣeSbyAdumdSubcm【tee’’  
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f～bllCPenSion  
ClasslrlCation  

plansa5aWhole   

100mllllOnyen   

Totalamount  （bookvalue）  424，650  

（marketvalue）   ［527，519］  

Contributions   2（53，242  

Revenue                                     SubsidleSbystateetc   68，368   

（ad」uSted  SubsldleSfor“bestowals”payrnentsofprlOrperlOd   l（5，599   

rmancial  Imestment山come  （bookvalue）   37，124   

Sta山Sbase）   （RerruttancesfromtheGovernmenlPensionlnvesbnentFund）   （8、122）  

（marketvalue）   ［139，550］  

Paymentofthecostforconsolldat10nOfforrnerMAAs   1，382  

Paymentofthecostfortheoccupationalport10neXCeedEPI   2，955  

Paymentofthecostforcon仕actLngbackLntOEPlofEPFs   34，5（58  

Others   412   

ExpⅢ山tu代  475，344  

（adJuSted   427，694   
r山ancial  

Statu5base）  Others   47，650   
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△50，694  

【5乙175】  

BalanceofrevenuesandexpendltureS  （bookvalue）  

onthead」usledfulanClalstatusbase  （marketvalue）  

（bookvalue）  

（marketvalue）  

1，93l，622  

［乙049，051］  

ReserveattheendofflSCalyear  

Note TocalculaterevenueandexpendltureulCOnSOlldatedbase，thefollowlngCOntrlbutlOnSand  
correspondLngreVenueareeXCludedfrombothrevenueandexpendltureSummatlOnbecau5e山ose  
contrlbutlOnSandlnCOmearepald丘omonepubllCPenSlOnPlantootherpubllCPenSlOnplan contrlbut10n  

toBasICPenslOn．COntrlbut10ntOtheequlValenttobenefltSOfBasICPenslOn（01dlaw（penslOnlaw  

efrectlVebeforeFY1986）），COntnbut10nrepreSentlnglnter－PlanflSCala4JustmentSbetweenNPSPand  

LPSPandconけ1butlOntOSupPOrtJTMAA，JRMAAandNTTMAAdlatCOnSOlldatedtoEPI  

market value．Followlng the pension  

revisionsin FY2004，public pension plans are now finanCed according to the closed－Period－balanClng  

methodwhereboththeinvestmentincomeandcapltalofthereservescanbeusedtopaybenefits．These  

valuesshouldbeevaluatedbycomparlngwiththefutureprQ］eCtionsreflectlngthepensionrevisions・   

Note］・ThefinancesofpublicpenSionplansaremanagedbytheclosed－Period－balanclngmethodwhlChmakesuseof  
reserves．hEPIandNP（NationalPensionAccount），‘Ltransfer丘omthereseIVe”1SreCOrdedinthebudgetin  

advanCeifitisnecessary，tOenSuretheexpendituressuchaspenSionst光nefits・Therefbre，the‖balanceof  
revenuesandexpendituresontheaq）uStedfinancialstatusbase”（Flgure2）difrtrsffomthe”balanCeOfrevenues  

andexpenditures”（Figurel）whlChshowstheoverallresultsofpenSionplanmanagementincludmgr’transftr  
丘omthereserve一一andsoon．  



l川岬l▼刷、  l‖川）p…∩ゝ  
Figurc3rTtendsinthenumberof   

insuredpersons  
□NumberoflnsuredPer’sOnS一  汁（H）り   

InereasedfbrEPIand PSP  

Thetotalnumberofinsuredpersons  

by employee pensioll plans was 

37．62mitlion：33．02millionbyEPI，  

l・08millionbyNPSP・3・071－1illion  

by LPSPandO．45million by PSP・  

In addition，the number orinsured  

PerSOllS by NP Category－lwas  

2l．9OmillionandbyNPCategory－  

3waslO．92111illion．Thesebrought  

the totalnumber orparticIPantSin  

publicpensionplansasawholeto  

7O．45million（Figure3、Figure2－2－  

1in the report）．1n FY2005，the  

numbersofinsuredpersonsbyEPl  

and PSPincreased，and the number  

ofinsured persons by emp［oyee  

PenSion plansincreased byl・3％・  

On the otherlhand，the number or   

5、り0り  

4、（）（）り  

5、00（）  

二，り＝（）  

1、川）（）  

り   
IlヽしLlt   

〉eLl「  

1リリ5 ＝）t抽lし）り71リリ8 川りり こり（）り ヱ（）＝lコ（）（）ニ ヱ（柑〕二川）4 コ0（）5  

insured persoms by NPCategory－Z  

decreased byl．2％，and the total  

numberofparticIPantSinpublicpensionplansasawholeincreasedbyO・2％・  

□StandardRemunerationperCapita－ Male－femalediffereneesweresmallerforNPSPandLPSP   

Standardmonthlyremunerationpercapita（notincludingemployeebonuses）was313，000yenfbrEPl，   

409，000yenfbrNPSP，455、OOOyenfbrLPSPand370・000yenfbrPSP（Figure2－2－9inthereport）・Onthe   

otherhand，StandardremunerationpercapitaincludingerTIPloyeebonuses（totalremunerationbaseこamOunt   

permonth）was374．000yentbrEPI，546・OOOyen丘）rNPSPっ60310（）OyenfbrLPSPand490・000yenfbr   
PSP（Figure2－2－1（＝nthereport）・ForNPSPandLPSPJhedifftrencesorremunerationbetweenma】eand  

†もmaleinsuredpersons“′ereSmallerthanthosefbrEPlandPSP・  

N〃1e：Extensionol、remunerationcalculationstocoverbonusesbeganinFY2003・  

111   



3．Bene爪ciaries  
Figure41tendsin the numberor  

beneri（：iilries  
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□Number of Benefieiaries－Continued   

toJncrease for・allPublic Pension  

Plans  

Therewere25．11rnillionbeneficiariesin   

EPJ，0．98mi11jonbenellciariesinNPSP，   

2．29million beneficiariesin LPSP，0．28   

million beneflciariesin PSP and24．39   

mil］ion beneficiariesin NP（both Basic   

Pension underthenewlawandNational   

Pension under the oldlaw）（Figure4，   

Figure2－3－1in the report）．The total   

numberofpeoplehavingpensionbenent   

eligibilities fbr some sort of pubIic   

PenSionwas32．87mi11ion．Thenumber   

OfbenenciariesiscontinulngtOincrease   

fbr allpublic pension plans，but the   

growth rates fbr allemployee pension   

Plans slowed down compared to the   

PerioduptoandincludingFY2004．  
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□AverageMonthlyAmountofOld－agePenSion（fbrLong－TermContributors）   

Theaverageamountofold－age（fbrlong－termCOntributors））permonth2（includingtheamountoftheold－   

agebasicpension）was165，000yenfbrEPI（includingportionpaidbyEmployeesIPensionFundonbehalf   

OfEP］），209，000yen丘）rNPSP，223，000yenfbrLPSP，207，000yenfbrPSPand53，000yenfbrNP（01d－age   

basicpensionbeneⅢsunderthenewlawandold－agepenSionbeneⅢsofNPundertheoldlaw）（Figure2－3－  

14inthereport）・Withregardtoemployeepensionplans，theaveragemonthlyamountofbenefitsfbrPSP  

increasedfbrthenrsttimeinrecentseveralyearsandtheaveragemonthlyamountofbenefitsfbrother   

employeepensionplansdecreasedbyonlya卑mallamount・Ontheotherhand，theaveragemonthlyamount   

OfbenefltsfbrNPiscontinuingtoincrease（Figure2－3－16inthereport）．  

Note］：“Old－age（fbrlong－ternlCOntributors）”istheoneunderthenewlawthatrequiresfh7filmentoftheeligjble  

Periodinoneplanstipulatedintheold－agebasicpension（25years；including20yearsofcontribulionsinthe  

interimmeasureand15yearsofcontributionsinthespecjalmeasurefbrthemiddleandolderage），aSWellas  

theoneundertheoldlaw．  

Note2二 Atthecomparison，besidesthattheMutualAidAssociations（MAAs）hasthe＝occupationalportionexceedEPl‖，  

itisnecessarytobearinmindthattherearedi穐rencesonmale－ftmaleratioandaveragecontributjonperiodby  

theplancompared．  
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4．Financia】Indicators  

□PensionSupportRatio－HigherR）rPSP，1owerhrNPSPandLPSP．RatiodecreasedR）ra11Public   

PemsionPlans   

ThepensionsupportratiosIcontinuedtodeclineinallpublicpensionplans（Figure2－4－2，2－4－3inthe   

report）．Itwas2．87fbrEPI，l．71forNPSRl．95forLPSP．5．（）2fbrPSPand2．87fbrNP PSPwithhigher   

pensionsupportratio maヽ－be consideredless maturethan EPI．Con＼▼erSelv．NPSPand LPSPwithlo11・er   

pensionsupportratiosareconsideredmatureplans．  

No（e） rrheratlOOf’1nSuredperSOnStObeneliclarleS（Onlyold－age（fbrlong－termCOntnbutors））   

□ComprehensiveCostRate   

Thecomprehensi、▼eCOStratelwas17・8％forEPl，16・7％fbrNPSR16・2％fbrLPSP．andll．8％fbrPSP  

（Figure2－4－8、2－4－9inthereport）．Financiala4JuStmentShaヽ▼ebeenimplementedwiththeintegration of   

nnancialunits fbrNPSP and LPSPsince FY2004．Asthese a4）uStmentS Were applied fbrfu11vearin   

FY2005，thecomprehensivccostratefbrNPSPftllfbrthesecondconsecutil’eyear，  

Note）Therateofrealexpendltureft）rWhlChuleplanlllustprOVldeltSOWnreSOurCeStOthetotalstand∬dremuneratlOn  

ThecomprehensIVeCOStrateibrl三PIISCalculatedontheaccountbaseanddoesnotlnCludetheport10nPaldbv  
EmployeesrPensIOnFundonbehalrofLEPl  

5．Com  arisonbetweenActualValuesandFuturePro  Ofthe2004ActuarialValuation  

□Contributions   

I  Actualcontributions exceededthefutureprqections2fbrEPI．butwerelessthanthehltureprq）eCtionsfor   

NPSP＆LPSP3．pspandNP（Figure3－2－1inthereporL）．Theexceedingwasl．1％fbrEPI．Thepercentage   

Ofbeingless＼＼ナaS2．3％fbrNPSP＆LPSRO．3％fbrPSRand5．8％forNP  
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appliesbelow  

Note21FutureprqleCtlOnValueswereprocessedbYreflectlngthelnCreaSelnSubsldleSbvstateetc fbrtheBasICPenslOn  

resultlngftomtheamendmentsa土ter2OO41ntOthe山ttuepr（リeCtlOnSOfthe2OO4actuarlalvaluat10n（re土もrto  
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Pr（11eCtlOnSWhlChlntegrate山ehnancesofbothofthesepenSlOnPlansllleCOmbinedprqleCtlOnSforNPSI）and  
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Ej ThcNumberol－InsuredPersons  

TheactualnumbersofinsuredpersonsexceededthefutureprqiectionsfbrEPI．PSPandNP（BasicPension），   

butwerelessthanthefutureprqjectionsfbrNPSP＆LPSP（Figure3－2－2inthereport）．Theexceedingwas  

l．5％fbrEPLl．3％fbrPSRandO．5％fbrNP（BasicPension），ThepercentageofbeinglesswasO．3％fbr   

NPSP＆LPSP，  
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□Expenditure  

l  Actualexpenditures exceededthefuture prq］eCtions fbrEPIand PSP，butwereless than thefuture   

prqjectionsfbrNPSP＆LPSPandNP（Figure3－2－5inthereport）・Theexceedingwas2・2％fbrEPlandl・0％   

fbrPSP．Ontheotherhand，thepercentageofbeinglesswasl・2％fbrNPSP＆LPSPand4・0％fbrNP・  

Notel：Portionoftotalexpenditureasprovidedfbrbyincomefromcontributions，investmentincomeandsubsidiesby  
State etC．  

［コ TheNumberofBeneficiaries   

Theactualnumbersofbeneficiarieswerelessthanthefuturepr（刀eCtionsforEPl，NPSP＆LPSPandPSP，but   

greaterthanthefutureprqjectionsfbrNP（BasicPension（includesbenenciariesofbenentsequivalenttothe   

BasicPension））（Figure3－2－6inthereport）．Thepercentageofbeinglesswas2・5％ofthefutureprqjections   

fbrEPl，3．0％fbrNPSP＆LPSPandl．5％fbrPSP．TheexceedingfbrNP（BasicPension）wasl・4％   

□lPensionSupportRatio   

Theactualpensionsupportratioswerehigherthanthefutureprq］eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP，′but  

lowerthanthefutureprqjectionsfbrNP（Figure5，Figure3－3－1inthereport）・TheexceedingwasO・OI   

polntSfbrEPI，0・01polntSfbrNPSP＆LPSPandO・16percentagefbrPSP・  

Figure5Pensionsupprtratio  
T（）COI叩areWlth丘IturePrO」eCtlOnOr＾ctuarial  

Valuation，theactualpensionsuppor［ratioonlyln  

thisflgureiscalculatedusingbeneficiaries  

excludingthosewhowerestoppedpay．ng∈111  

anT）UntOrPenSIOnS：nlefiguresbelowrepresentthe  

pensionsupr）Ortratioonan‖actualreclplentbasis‖  
、－、－、、  

1，㍉l〉  586  

ndorfiscat2005   

111  3．04  

声〕ヽ】′  仁99  

1．75  

「uturt：PrOJeCt］On   

ALtlldl YnlUe 

Note：lllicklinesshowactualdata，andthinllneSShowactuarialvaluatlOnfEgureS  

FISCa】year   
200（）  2007  2008  2009  200二；  2004  2（）05  

Vl  



ロComprehensiveCostRate  

Theactualcomprehensivecostratesexceededthefhtureprq）eCtionsfbrEPI，NPSP＆LPSPandPSP（Figure   

6，Figure3－3－4inthereport）．Theexceedingw′aSO．3pointsfbrEPl，0・2pojntsfbrNPSP＆LPSPandO．2   

POlntSfbrPSP．  
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6．Analysis of the t）itTerenee between AetualValues and Future Projeetions of the2004Aetuarial  

Valuation  

□AnalysisoftheDifTereneeinReserves   

Actualreservesexceededthe丘IturePrQJeCtionsfbrallemployeepcnsionplans．AmaJOrreaSOnfbrthisis   

thattheactualLnOminalrateofreturnoninvestmentwashigherthanthefutureprq）eCtion（Figure3－4－3in   

thereport）．Adetailedanalysisrevealsthattheactualnominalwagegrowthratewaslowerthantheftlture   

pr（力ectionandthisworkedtoreducethereserves（Figure3－4－6inthereport）・Onthemarketvaluebase，the   

reserveft）reaChMAAwasgreaterthanitsbookvaluebase，andthedi熊rencebetweenactualmarketvalue   

andthe丘1turePrOJeCtionsgrewlarger．  

（Financia）Status“inRealTerms”）   

1npublicpenSion plans，bothcontributionsand benefltsgenerally］nCreaSeOrdecreaseinresponsetothe   

nomina7wagegrowthrateoverthelollgTterm・Therefbre・iftherealwagegrowthratedoesnotchange，any   

diffbrences between the actualvalue and the丘Iture prQJeCtion orthe reserve resulting什omthe nominal   

WagegrOWthratewillonlyhavealimitedimpactonflnancialstatusoverthelong－term・・  

1  Comparlng‖estimatedprqleCtionsexcludingthedi能rencesinnominalwagegrowthrate町withtheactual  
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reserves，the actualreturns oninvestment fbr allplans exceed the丘Iture Prq］eCtion，and therefbre，the  

diffbrencesofactualreserveoverestimatedpr句ectionaresignincantlypositive（Figure7，Figure3－4－7in  

the report）．This shows that，什om the viewpoint ofpension flnances．actualresults are shovving better  

perfbrmancethanthe丘ItureprQJeCtions．   

NoteL二 Thetbturepro）eCtionsinthe2004actuarialvaluationsareestimatedvaluescalculatedbyreplaclngLhenominal  

WagegrOWthratesusedintheorlglnalvaluationwjthactualvalues．  

Figure7I）iffbrencebetweenAetuaIReservesandFutureProjectionsof2004ActuariaJlね1uation  

［expressedusingthe丘1turePrdectionattheendof’FY2005asthestandard（＝100）］  
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asdescribedabove．   

□AnalysisoftheDiffbreneeinExpenditure／RevenueRatiosI   

Foremployeepensionplans，aCtualexpenditure／revenueratioswerelowerthanthefhtureprq］eCtions．For   

a11plans，theprlnCIPalreasonfbrthedifftrenceisthatreturnsoninvestmentinFY2005exceededthe丘Iture   

prQjections（Figure3－5－2inthereport）．  

Note］：‖Realexpenditure minus Subsidies by state etc・tIexpressed as a percentage agalnSt”Contributions plus  

investmentrevenue”   

ロAnalysisoftheDifftrenceinReserveRatios］   

Foremployeepensionplans，aCtualreserveratios（marketvalue）werelowerthanthefhtureprqjectionsfbr   

EPlandhigherthanthe丘1turePrqeCtionsfbrNPSP＆LPSPandPSP．ForEPl，theprlnCIPalreasollfbrthe   

difftrenceis the di能rence fbr“Realexpenditures minus subsidies by state etc．”fbr FY2005．For   

NPSP＆LPSPandPSP，theprlnCIPaIreasonfbrthediffbrenceisthedi能rencefbr“Reserveattheendofthe   

previousflscalyear’’（Figure3－5－5inthereport）．  

Note］‥”Reservesattheendofthepreviousfiscalyear－TexpressedasaratioagalnSt”RealExpendjtureminusSubsidjes  

bystateetc，‖oftherelevantfisca】year  
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はじめに  

はじめに   

本報告書は、平成17年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので  

ある。   

社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平件の確保に関し、  

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化  

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観  

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。   

部会設置以来、これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告  

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必  

要となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘してきた。また、  

平成16年に行われた財政再計算については、その聴取資料を基に各制度の安定性、公平  

性に関して財政検証を行っている。これらの内容については、部会議事の公開、報告資  

料や議事録の厚生労働省ホームページへの掲載等を通じて、その内容を国民に広く提供  

してきた。   

本報告では、各制度からの、ド成17年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況  

を横断的に 一覧できるようにわかりやすくまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ  

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び財政再計算との比較を行っ  

た。なお、今年度から、比較対象を〕1乙成16年財政再計算としている。   

平成13年度分から、毎年、報告書を作成・公表しているが、今年度は、新たに年金財  

政の観点から制度横断的に比較・分析した単年度収支状況による分析を行ったほか、今  

回実績と平成1針牢財政再計算との乗離要匪＝こついては、積立金、収支比率及び積立比率  

について分析を行っている。   

現在、被用者年金制度の 一元化法案が国会に提出されており、また、次回、平成21年  

における「財政の現況及び見通しの作成」・財政再計算に向けた検討も始められようとし  

ている。これらの議論では、各制度間の現状の比較は欠くことのできないものである。   

本報告吾が公的年金の財政状況理解の一一助となり、ひいては年金制度に関する議論に  

資することができれば幸いである。  

・－1－   
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第1章◆公的年金の概要  

第1章 公的年金の概要   

1 公的年金とは   

公的年金は、老後を始め、障害や死亡の場合の所得保障をlズ】るものである。現在、   

その財政は、現役世代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい   

う世代間扶養を某本としつつ、一定の積立金を保イ1‘し活用することにより将来仲代の   

負担を緩和する什二組みとなっている。   

公的年金は、【IJ一くは恩給及び官業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設   

された。現在は、国民年金（基礎年金）と厚生年金保険（以卜、厚生年金という）、さ   

らに国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校数職員共済制度の3つの   

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障   

制度審議会に年金数理部会が設置された昭和55年当時には、これら5つの制度の他、   

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、L］本電信電話共済：以仁   

旧 三共済という）、農林漁業団体職員共済組合（以下、旧農林年金という）があったが、   

いずれも厚生年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って   

いる。   

本報告苦では、i三として、平成7隼度からの動きについて見ており、その後に統合   

があったl廿三共済と旧農林年金については、おおむね轄生年金に含めている。なお、   

国民年金を除く各年金を被用者年金と総称する。  

2 体系（国民年金と被用者年金との関係）   

公的年金の体系は図で示すと、次頁のとおりである（図表卜2－1）。   

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の「基礎年金」の制度である。被用者年金各   

制度の被保険者・組合員・加入者（以F、被保険者という）は国民年金の第2弓一被保   

険者となり住、その被扶養配偶者（20歳以卜60歳末満の者に限る。）は同第3号被保険   

者となる。第2弓一、第3片被保険者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者とそ   

の配偶者、家族従業音、無職の者などで20歳以上二60歳末溝の者は同第1号被保険者   

となる。そして原則として65歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年   

金制度の被保険有期間を有する者は、当該被用者牛金の支給開始年齢到達以後、基礎   

隼金とは別に1該被用者隼金も併せて受給する。なお、Iq民年金には展礎年金以外に   

付加隼金や寡婦隼金といった独白給付がある。  

柱（う5歳以上．の者にあっては、老齢・退職年令の受給権を有さない者に限られる 

ー 3   



第1章◆公的年金の概要  

図表卜2→1公的年金の体系  

注 厚牛年金基金は老齢厚生年金の 一部を何に代わって支給する（図中「代行部分」）。  

3 一元化の推進   

我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持って発足、発展してきた。その後、制  

度間での制度的、財政的な差異が制度自体の安定性と加入者間の公平性に問題を生じ  

るようになり、その対応策として公的年金の一元化が推進されている。 1でみた、制  

度の統合もその一環である。さらに、平成16年財政再計算では、平成13年3月16日  

付け閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済と地共済にお  

いては財政単位一元化が図られ、私学共済では掛金率を従前よりも前倒しして引き上   

げていくこととされた。   

さらなる対応策を推進するため、平成18年4月28日付け閣議決定「被用者年金制  

度の一元化に関する基本方針について」に従い具体案が検討され、平成18年12月19   

日に政府・与党合意として、被用者年金の太宗を占める厚生年金に公務員及び私学教  

職員も加入することとし、2階部分の年金は厚生年金に統一することとされ、平成19  

年4月に、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険等の一部を改正す   

る法律案」が国会に提出されたところである。  
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第2章 財政状況  

本章では、公的年金各制度の財政収支、被保険者、受給権者、さらに年金扶養比率、総合費用  

率などの財政指標について、 現状及び最近の推移をみる。  

1 財政収支の現状及び推移  

（1）平成17年度の財政収支状況の概況  

図表2－1－1は、平成17年度の各制度の決算における財政収支状況をとりまとめた   

ものである。年金数理部会では、すべての公的年金制度について積立金等を時価評   

価した参考値の報告を受けており、ここでは、評価損益を含まない「簿価ベース」で   

の数値と評価損益を含む「時価ベース注」での数値を併せて掲載している。なお、各制   

度における決算では、簿価ベースが基準となっている。  

最初に、公的年金制度全体の財政状況をみる。  

注 「（12）積立金」の項を参照のこと 

（公的年金制度全体の収入：保険料収入26．3兆円、国庫・公経済負担6．8兆円等）   

平成17年度の公的年金制度全体での収入の内訳をみると、保険料収入が26兆  

3，242億円、．国庫・公経済負担が6兆8，368億円、運用収入が簿価ベースで3兆7，124  

億円、時価ベースで13兆9，550億円などとなっている。   

簿価ベースの運用収入は、厚生年金及び国民年金（国民年金勘定）における年金  

資金運用基金納付金8，122億円を含めたものである。この年金資金運用基金納付金  

（平成18年度以降は年金積立金管理運用独立行政法人納付金）は、厚生年金及び国  

民年金の積立金を寄託され管理・運用している年金資金運用基金（平成18年度以降  

は年金積立金管理運用独立行政法人）における前年度までの運用状況（簿価の累積  

収益額）に基づいて当該年度に年金特別会計に納付されるものであり、厚生年金及  

び国民年金（国民年金勘定）の運用収入とみなすことが適当である。なお、時価ベ  

ースでは、年金特別会計の運用収入に加え、年金資金運用基金における時価ベース  

の運用収益が当該年度の運用収入として計上されており、年金資金運用基金納付金  

は、年金特別会計と年金資金運用基金との間のやりとりであるため、時価ベースの  

運用収入にあらためて加える必要はない。   

国共済と地共済の収入には、それぞれ4，702億円、1兆1，896億円の追加費用が  

ある。追加費用とは、年金給付のうち制度発足前の期間である恩給公務員期間等の  
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図表2－1－1財政収支状況  一平成17年度－  

国民年金   

区 分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

勘定  勘定   
制度全体  

億円  億円  億円  億円  億円  億円   億円   億円  

収入総額  簿価ベース  385，740  21，845  63，180   4，948  61，175   184，302  721．189  491，685   

時価ベース   ［459，335］［24，424］［84，207］ こ5，522］ ［66，268］   ［824，058］  ［594，555］   

保険料収入   200，584  10，290  30，099   2，789  19，480   263，242  263．242   

国庫・公経済負担   45，394  1，589   3，828  537  17，020   68，368  68．368   

追加費用   4，702  11，896   16，599   16，599   

運用収入   簿価ベース   18，298   2．423  13．604  1，359  1，357  83   37．ユ24   37，124   
（再掲年金資金運用基金納付金）   （7，522）  （600）   （8，122）  （8，122）   

時価ベース   ［91，893］ ［4，647］［34，573」 ［1，903］   「6，451］   ［139，550］  ［139．550］   

基礎年金交付金   19．474  1，640   3，718  178  18，763   43，773   ②   

国共済組合連合会等拠出金収入   384   こ！84   ④   

財政調整拠出金収入   1，172   1，172   ③   

積立金相当額納付金   1，382   1∴う82   1，382   

職域等費用納付金   2，955   2，リ55   2，955   

解散厚生年金基金等徴収金   34，568   34，568  34．568   

基礎年金拠出金収入   168，685  168，685   ①   

積立金より受入   62，497  4，539   67，（J36  67．036   

その他   203  29  35  85  15  15，533   15，tjOl   ※ 412   

支出総額   376，068  21，299  55，716   3，871  62，245  170，160  689∴i58  475，344   

給付費   219，863  16，693  42，915   2，310  19．527  126，386  427，ti94  427，694   

基礎年金拠出金   112，831  4，201 11，226  1，452  38，976   168，（i85   ①   

年金保険者拠出金   31  275  78   こう84   ④   

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）   43，773   43，773   ②   

財政調整拠出金   1，172   1，172   ③   

その他   43，374  374  128  31  3，743  1   47，（う50  47，650   

収支残  簿価ベース   9，672  546   7，464  1，078   △1，071  14，142   31，H31   16．341   

時価ベース   ［83，267］ ［3，126］［28，491］ ［1，651］   ［4，023］   ［134，700］  ［119，211］   

1，931，622  

［2，049，051］  

年度末積立金  簿価ベース  

時価ベース  

1，931，ti22  

［2，049．り51］  

1，324，020  87，580  388，082  33，180  91，514  7，246  

［1，403，465］［91，690］［415，154］［34，730］ ［96，766］  

△ 48．989  

［53．880］  

年度末積立金の 簿価ベース  

対前年度増減額 時価ベース  

△ 48，！）89  

［53，バ80］  

△ 52，598  546   7，464   1，078   △ 5，478  

［20，997］ ［3，126］［28，491］ ［1，651］ ［△384］  

注1厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金資金運用基金納付金を加えたものを計上している。  
注2厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベース  

で評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均百隻高の比率に上り  
行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、正味連用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に年度末積  
立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である。  

注3基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上しているし、  
注4基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定〃）積立金け）一都をニリ）  

勘定の稽立金としたものである。  

注5厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含よない。  
注6公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制厚内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いて  

いる。また、単年度の財政収支状況をと「）えるため、収入♂）そ♂）他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」15，489億円を除いた額を計上しているし  
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怪†表212 財止女収支状況   、トナJk17牛度  

公的年金  
制度全体  

（祈帥■鳥、－、J（ノ）給1寸賞  
しノ〉トう二ニ上Lて）  

拭慄牛余車ド汗甘け折  
r♭）ろノ之綜市ノ、   

億円  

491，685  

263，242  

68，368  

16，599  

37．124  

②  

佃」  

7コ1，川り  

トこ．■1／  

（うH，：う（うバ  

1（う、5‡拍  

こう7，121  

収入総額（簿価ベース）   

帰阪＝1√人   

目伸・公経済烏≠   

追加∫抑1J   

運川収人（肘仙、・－ ぺ）   

状雌牛余皮＝凍  巨l上U半金  

（歳礎隼亀榔′王）  Lt．】ハ済紺「ナ連合ご∵初出＝余収人  ④  

財政朋整拠【l庸両人  ③  

積、′．1モ畑、1用射れけ合  1，382  

職域や費川糾困守  2，955  

附F裾り．′ト勺二企Jiヒ令′耳微1」十余  34，568  

甘雌牛企拠＝余服人  ㈲  

付い」′イ工い恒三人  67，036  

そ〔ノり山  ※ 412  

匝∃■  
拭橋川・一朝貼‖11モ㌣十  

年、川」巨＝甘員捏  

1∴汗ば   

2∴）55 准  

こうl，5hパ  

1（うパ，hH5  

（i7，nニう（う  

15，別）1  

計（拠出金等収入）  1州，（iH5  

且  

1封㍉ぶ痛   

1：ミ、77：i   

170、1「iリ  

扶
雌
牛
余
ヱ
拾
宣
∴
 
 

475，344  

427，694  

甘  

4  

支出総客員   

拾＝賞′   

肛雌牛余拠≠け   

了巨余≠川東ポ■拠川合   

肘掛牛各軸↑給付腔 卜附則守′㌣十宮   

財政調整拠＝余   

そ〔ノ）他  

・■・→リ∴」‾・ヽ1  

1ニヱ7，榊1  

1（うバ、6パ5  

：うHl  

匹］ 
ル雌牛余給付理  

纏址瀾隼甘帖■1糸「汁＝■～  

支出総禎  

任②③④の項目は、合計でみると収入・支出間で相殺されており、公的年金  
制度全体の財政には影響しないことから、公的年金制度全体の財政収支状  
況をみる場合は、これらの項目を収入・支出両面から除いている。   

ヰ）答制J畑、「）肘提隼剰執にノ＼  

②基礎…粧上かごパ川度L」・し脚津十…紺川′に允てごノれて）］  
（劃ト．け：済と地圧済の両Ⅷ」せ川におけろ財政．凋普燕射＝企   
④＝ 二公什刊済隼令統合に什1香川㌦川イりイ川′H半合ノ＼山女㍑   

1上「L ri′J々佃tとに係ユ：〕精号‡都it二」川▲せーノ相川冊巨け一打申彗∴精算）直ハ誹′ン  

むと士∵仁ろけ㍍－二hハ触ご．¢）フて）二こハ′ノJ机、肘Ⅰ楚fl・料紬汁狸ト．緑野牛寺汗11綜   
イ、憫，〔ノけり㍉1届即日封裾什余土特別困唖烏11し㌧汗王 ▲致しない  

図表2－1－2の補足 （矢印で小されている丹川聞の関係について）   

収人項「†にある「基礎年金交付金」は、国艮隼企（基礎隼金拗に）から各被川新巨金と匡1民年金（いこ†  

艮隼金拗定）に交付又は練り人れ「）れるモ）び）で、tl什和（う0隼政l仁rl紳〕ll】はによる年余の給＝に要する  

川のうち基礎牛金に川、1H‾る訂手＝▲に・要する舘用に允て「Jれるもげ）である、＝＝ム†卜企び）給付費のうち凄  

隼金川1とされる部分け、「基礎年金相当給付費」壬たは「みなし基礎年金給付責」と呼ばれる∵ こ〝）  

「基礎年金相当給付費」と（新は）基礎イド令び）給付に要する費川である「基礎年金給付費一の合「汁から「  

別匡困り封‘lし」を除いた分を、被川肴隼余各制度と州ぐト余が分担して糾lける1】女汁11白＝にある ぎ基  

礎年金拠出金」がそゾ）分＝分である 

往 分科触を沈机る什糾は、川語佃説「姑雌牛企拠川企一 山項を参照いこと   

去た、収人工f川にあろ「国共済組合連合会等拠出金収入 と、女川J拙lにあろ「年金保険者拠出金」  

は、l事巨公社比済隼企が≠成り隼度に厚牛隼金に統合されたことに伴い、貯済牛金各制度が厚牛隼金に  

対Lて子J二うことにな／〕た拠．L11に閲十る1と1＝である）北済隼金各制座骨叫′t三イト胤二納付する触が「年金保  

険者拠出金」、厚ノ土牛金の受ける紬が「国共済組合連合会等拠出金収入」である 
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期間、すなわち基本的には国共済は昭和34年前、地共済は昭和37年前の期間に対  

応する部分に係る費用を、国又は地方公共団体等が事業主として負担しているもの  

である。国共済や地共済の収入項目別の構成比を他の制度と比べるときは、追加費  

用があることに留意する必要がある。   

厚生年金の収入である解散厚生年金基金等徴収金3兆4，568億円については、平  

成15年度から始まった厚生年金基金の代行返上による移換金である。これは将来に  

わたる給付義務を伴う一時的な収入である。   

厚生年金と国民年金（国民年金勘定）には、それぞれ6兆2，497億円、4，539億  

円の「積立金より受入」がある。これは、平成16年年金制度改正により、積立金を  

活用する有限均衡方式での財政運営に変わったことから、当年度の年金保険事業の  

事業運営上の財源に充てるため必要があるときには、あらかじめ積立金からの繰入  

を当年度の予算に計上することで財源を確保することとし、新たに「積立金より受  

入」という収入項目を立てることとしたものである。このように、当年度の給付等  

の支出を支障なく行うという事業運営の観点から必要な項目であるが、年金財政の  

観点からみる際には収入から除外するのが適当である。（「（2）平成17年度の単年度  

収支状況」の項を参照。）   

基礎年金拠出金収入16兆8，685億円は、各制度の支出項目である基礎年金拠出金  

に対応して、受け入れ側の国民年金（基礎年金勘定）の収入項目となっているもの  

で、公的年金制度の合計でみると、収入・支出の双方に同額が計上され、財政的に  

は相殺されている。同様に、収入項目の基礎年金交付金4兆3，773億円、国共済組  

合連合会等拠出金収入384億円に対して、それぞれ支出項目の基礎年金相当給付費  

（みなし基礎年金給付費）、年金保険者拠出金が対応しており、公的年金制度の合計  

ではそれぞれ相殺されている。また、平成16年度から始まった国共済と地共済の財  

政単位の一元化に伴い、地共済が財政調整拠出金1，172億円を拠出し、国共済が財  

政調整拠出金収入として受け入れているが、上記と同様、相殺関係にある。   

したがって、公的年金制度全体の財政収支状況をみる場合には、公的年金制度内  

でのやりとりであるこれらの項目を収入・支出両面から除いている（図表2一卜2）。  

また、単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他には、基礎年金勘定の  

前年度剰余金受入1兆5，489億円を除いた額を計上している。   

こうした考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の収入総額は、簿価ベース  

で49兆1，685億円、時価ベースで59兆4，555億円である。ただし、この中には、  
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厚生年金、国民隼金の「積立金より受入」（総額6兆7，036億円）が含まれている。  

（公的年金制度全体の支出：年金給付責42．8兆円等）  

▲方、平成17隼度の公的年金制度全体での支出は、給付費42兆7，694億円など  

となっている。   

給付費のうち、被用者年金各制度及び国民年金勘定の給付費にはその 一部として  

展礎年金相当給付費が含まれており、これと基礎年金勘定の給付費である基礎年金  

給付費がいわゆる1階部分にあたる給付費となる。   

また、各制度（基礎年金勘定を含む）が拠出した基礎年金拠出金、年金保険者拠  

日金、基礎年金相当与給付費（いずれも公的年金制度全体では対応する収入項目と相  

殺関係にある。）は、他制度の収入として受け入れられた後、最終的には公的年金制  

度の給付費の一部として支出される（図表2－1－2）。   

その他の支H］4兆7，650億円は平成16年度（4，410億円）に比べ10倍を超える  

額となっているが、これは、厚生年金及び国民年金のその他の支出に、年金資金運  

用基金に係る財政融資資金練卜償還等資金財源注（厚生年金4兆841億円、国民年金  

2，632億l－】）といった将来にわたる収入を伴う一時的な支出が含まれるためである。   

前述の考え方に基づいて貸出した公的年金制度全体の支出総額は、47兆5，344億  

Hとなっている。  

柱 平成l7年度末に年金資金運用基金が解散することに伴い、年金住宅等融資事業等に係る財政  

融資資金からの長期借入金の繰1二償還を行うなど、事業の廃止に必要となる費用等を支出したも  

のであるL。平成18年度以降は、年金住宅融資回収金等が厚生年金・国民年金の収入となる。  

（公的年金制度全体の積立金：簿価ベースで193．2兆円、時価ベースで204．9兆円）   

公的年金制度全体の平成17年度末の積立金は、簿価ベースで193兆1，622億円、  

時価ベースで204兆9，051億円であり、時価ベースで初めて200兆円を超えた。な  

お、この積立金には、厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。  

（公的年金制度全体の年度末積立金の対前年度増減額）   

年度末積立金の対前年度増減額は、簿価ベースで4兆8，989億円の減、時価ベー  

スで5兆3，880億円の増となっている。 なお、公的年金制度全体の収支残は、厚生  

年三食及び国民年令において「積、ソニ金より受入」が収入として計上されていることか  

ら、簿価べ、一スで1兆6，341億Hの黒字、時価ベースで11兆9，211億円の黒字と、  

積立金の増減額とは異なる額となっている。  
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第2章◆財政状況  

（2）平成17年度の単年度収支状況   

図表2－1－3は、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制   

度横断的に比較・分析した平成17年度の単年度収支状況である。単年度収支状況は、   

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」及び国民年金（基礎年   

金勘定）の「前年度剰余金受入」を除いて算出した単年度の収支状況を示している。  

なお、公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、   

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）では、必要がある年度については、あらかじ   

め「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、当年度の給付等の支出を支障   

なく行うようにしているため、本表は、図表2－1－1における事業運営の結果を示す   

決算の収支状況とは異なるものである。  

平成17年度の単年度の収入総額は、簿価ベースで42兆4，650億円、時価ベース   

で52兆7，519億円、単年度の支出総額は、47兆5，344億円となっている。  

単年度収支残は、簿価ベースで5兆694億円の赤字、時価ベースで5兆2，175億   

円の黒字である。  

簿価ベースで赤字、時価ベースで黒字という状況になっているが、平成16年年金   

制度改正により積立金を活用する有限均衡方式による財政運営に変わっているため、   

従来とは異なり、仮に単年度収支が赤字になった場合であっても、それがただちに   

財政状況の悪化を示すものではなく、平成16年財政再計算において改正内容注を織   

り込んであらかじめ見込まれていた状況と比較して評価する必要がある。したがっ   

て、実績と財政再計算における将来見通しとの比較や、その範離分析を行うことが、   

財政状況の評価をする上でこれまで以上に重要になっている。  

本報告では、平成17年度の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの   

比較や乗離分析を行った結果について、第3章で詳しく取りあげる。  

注 平成16年年金制度改正における改正事項のうち、年金財政への影響が大きいと考えられる  

事項には、主として次のようなものがある。  

・厚生年金、国民年金における保険料水準固定方式の導入  

・保険料（率）の引上げ （各制度とも毎年引上げ。図表2－1－5参照。）  

・マクロ経済スライド  

・積立金を活用する有限均衡方式による財政運営  

・基礎年金の国庫・公経済負担割合の2分の1への引上げ  

（平成16年度から引上げに着手し、平成21年度までに完全に引上げ。「（4）国庫・公経済負  

担」の項を参照。）  
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第2章◆財政状況  

図表2一卜3 甘牛度収支状況 －、n茂17咋度－  

【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

国民年金   
l丈二 分  厚生年金  田桂済  地共済  私学共済  国民年金  基礎年金  合計   

公的年金  

勘定  勘定   制度全体  

憤Il】  僚円  債トリ  倍円  債rlJ  億円   億円   億円  

総籠  簿価∴－一1  こうコ：う、2、1：j   ごl．815  〔iJ，1ボO   Ll、リ∫4H  56、b3fう  1鵬，机3  6」i8，66‘1  424，650  

」時価∴－一1   3リ6、83日」 Lご4，iご‘1 L8i，ごり7」  5，5ご2  61，730   ［7∫11．533」  ［527．519］  

保険料収人   ご00∴汗・1  1〔）∴柑0   30，0リリ    2，Tポリ  1リ∴1と；0   263，242  263，242  

［司庫・ユ、こ・経済負担   15、3リ▲1   1、うゎリ   3，8ごさ  5こ汀  17，0コ0   68，3（）8   68，368  
収  ′1、70二2  11，8リb   1（〕，599   16．599   

入  運片川文人   簿価ヘーー▼八   18、ごリボ    ∴、主ご3  13．tう（り   1．35～）  l，357  83   37，121   37，124  
（中咤 年金首李j寧甲基褒紳ノ丁毎J   〔7，5ココ）  

（60（り   （8，122）  （8，122）   

し時価∴こ－八   

単  
リ1，リリ3j   4，6」7  ∴うt5てこう   1，9031   6，・151   L139，550］  ［139，550］  

年                    是碇牢金交イ寸金   1～），‘′17′1   1，b40    こぅ、7川  178  1とi，7し）3   43，773   ②   

度  ［召集済灘＝㍉重合去声紺勘刃金≠＝＼   封り   3日4   扇〕  

財政調整拠出金収人   1．17二2   1，172   ③  

碩立金柏、！∃額納イ寸食   ト十㌧   1，382   1，382  

職域等費用納イ寸金   ご．リ55   2，955   2，955  

解散厚生年金牒凍等徴収金   ：i・1∴討頼   3⊥1，5亡〉8   34，568  

基礎年金拠出封収入   圧迅，685  168，685   茸  

そノ）他   
ごUこi  2リ     」う5  日ニう  15  4∠1   ∠11二三   412   

支  ニミ7〔），0（i8   21∴北柏   55，71t〕   3，871  62，245  170，160  689，358  475．344  

給付費   2川，8日3  1〔），㈹3   4ご，射5   二：，こう1〔）  19，527  126，386  427，694  427．694  

出   112，ポ31  ∠l∴01  11∴∴誉   1，45：三  こう8、97t〕   16ヒ璽，6日5   ①   

31  単  隼金保険者拠出金  7ゴ   384   ④   

年  基礎年金相当給イ寸費、基諦立二束マイ：金一   13，773   43，773   ②   

度  財政調整拠出金   1，17’2   1，172   ③  

そノ）他   43，37‘′1  374  128  こう1  3，7」3  1   47，650   47，650   

単年度収支残  簿価ベース  

時価べ、ス］  

／へ＼52，825  546   7，1畑1  1，07日   ′へ 5，609   ハ、1，347   

20，770」  3，126  こ28，∫1～＝1 1，65l L／＼1515  

△ 50，694  

［52．175］  

′＼50，694  

52，175  

年度末積立金  簿価べ－－ス  

け引針＼－帽ス］  1．931，622 ［2．04g，051］  
1，3二三4，い20   が7，580  388，OH2   33，180  91，514  7，2∫i6  

」1，403，4日5 ［91，690二 L415，1巨）4」 34，730㌢  L96，76bj  

1，931，622  

2，049、051  

ト1 単年度収支状況 H、隼患数理部会か公的年金制度〃）財政状況を年金財政〃）観点かし■J制度横断的主、r比較・分析LナニヰJ（ノ「こ、厚生年金・国民サ金（同民年金勘   ノ 
′デ＝） 積立金上申受入一 役び基礎隼金劇症り）前年度剰余金受入＿ を除いて算出L十単年度〃）収支状況をホしてし、る  

公的隼金制度け椅立金を活牒十ろ有限均衡上ー式て財政庫常を行／）て寺」り、厚生年金・国民年金（国民隼金勘芹）Lり事業連営てH、一正∴費ぇゝある年度（二／〕いこ  
上土、右）「ノカーし扉）積立象より受入を千草計ヒLこ財源を確保∴ 当年度〃）給付等〔′）支出を支障なここ行う上う∵し∴ているため、本案山車年度収支矧土、事業滞  
貨び）結果を示す決貴し用」王女サ∈ヒ＝異／ごろ章ノ（／）ごカ、ろ  

fとご 厚生年金・国民年金〃）簿価ノ＼－一ス〃）連用収入は、年金資金運用基金納付金を加カたt，ぴ）を計上Lている  
はi惇生年金・国民年金〝）時価／＼－一1は、旧年金福祉事業団か「ノ承継した資産に係る損益を含めて、年金留金運用基金におりる市場運用分〃）運用実績を時価へ－ス  

て評価しプ丁卓ノ（ハ＝√右，ろなJ∴ 7声、継騒産こ二係ろ損益t／）厚生年金・国民年金ノ＼ノ）按分け、僅生年金・巨∃民年金レ）それぞれの憎立金ソ〕元本平均械高し′川二二幸に上り  
行／．ていろよ7二、国共済仁勅共済、払子肘掛）時価ノ＼－一1〃）1革用収入け、正味運用収入（運用収フ＼か「）有価証券売却損等机常用を滅L7二一収益蘭）に年度末楕  
、ヱ金ノ）評価損益い増減分を加算Lて推計Lており、時価′＼‥スの収入総儲、運用収入、収支碩け参考値こ′旨）ろ  

′主1基礎年金拠出金収入、国民年金勘有ノ）茎磁年余糾烏斜二け、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘荏＼〃）繰入額を計上Lていろ  
ff5 基礎年熟勘定い収入いそい他⊥＝、前年度剰東金受入（15，489億円）を除いた額を計上Lているよ上、嘩生年金・国民年金（国民年金勘荏）ノ）支出出そL′）仙；J   ご土 

、年金資金渾用基金に係る財政融脊資金繰ヒ償還等貸金財礪（厚生年金40．841億円、国民年金コ．63二倍円）′1、含妄オLていろ  

汀h 基礎年金勘定の楕立金H、基礎年金制偉か華人さわナー昭和bl牛席上り、国民年金掛一基ノうく基礎年金等し′）給付財源ヒLこ、国民隼金勘定（／）積1ヒ釦ノ上部をこしノ）  
勘定L′）絹ヤ金としノナ幸，（ハで青，ろ  

†i三7 博生年金C′叫文支状況㍑、厚t年金基金が代行Lていろ部分を含主ない  
，妄ド 公的年金制度全作ごrL公的年金制偉千体七し′て州†王女状況をヒー■Jえろたガ）、公的年金制席内で〃）やりとり（、l、1ノニ）こ二／）いこ収入・女出「ホ痛かし‾〕l凍いこし、  

一■  
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第2章◆財政状況  

（3）保険料収入 一全制度で増加一   

平成17年度の保険料収入は、厚生年金20兆584億円、国共済1兆290億円、地   

共済3兆99億円、私学共済2，789億円、国民年金1兆9，480億円であった（図表   

2－1－4）。  

図表2－1－4 保険料収入額の推移  

年度   
厚生年金  

l■‾‾‾‾■■’■■‾‾‾  

被用者年金  国民年金  公的年金  
国共済  地共済  私学共済  

i旧三共済  旧農林年金  

平成  億円；億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  ‖ 186，933；4   ‖    9，066  27，437   2，066    232，864   18，251  251，116   

8  ‖ 193，706！4    9，454  28，391  2，127    241，242   19，209  260，451   

9   206，832  9，816  29，712   2，238    251，943   19，453  271，397   

10   206，151  9，881  30，035   2，281    251，682   19，716  271，398   

202，099  9，957  30，218   2，315    247，906   20，025  267，931   

12   200，512  10，206  29，882   2，351    246，240   19，678  265，919   

13   199，360   3，249  10，252  29，857   2，384    245，102   19，538  264，640   

14   202，034  10，130  29，656   2，508    244，597   18，958  263，555   

192，425  10，231 29，677   2，658    234，991   19，627  254，618   

16   194，537  10，218  29，735   2，680    237，171   19，354  256，525   

17   200，584  10，290  30，099   2，789    243，762   19，480  263，242   

対前年度  減率（％）  
I 1   

3．6： 3．4！  1．9        l－－・－－－－－－t■－1   
6．8《4．4》 苫  4．1 1  

△0．3  … △0．3  
1  

△2・0   ：△0・5  
1  

△0．8  ： △0．9  

△0．6  ：△1．2   

1．3  《△0．3》  

△4．8   

1．1   

3．1   

3．6   

4．4  

△0．1  

△1．5  

△0．7  

△0．5  

△0．2  

△3．9   

0．9   

2．8   

3．7   

4．2   

0．0  

△1．3  

△0．8  

△0．5  

△0．4  

△3．4   

0．7   

2．6  

4．3  3．5  2．9   

3．8  4．7  5．2   

0．7  1．1  1．9   

0．8  0．6  1．5   

2．5   △1．1  1．6   

0．5   △0．1  1．4  

△1．2   △0．7  5．2   

1．0  0．1  6．0  

△0．1  0．2  0．8   

0．7  1．2  4．1  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  

注3 平成14、15年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を含  
めてあるため、各制度の値の和と一致しない。   

保険料収入の推移をみると、平成17年度には、増加が続く私学共済が4．1％増と  

最も大きく増加したほか、それぞれ16年度、15年度に減少傾向から増加に転じた  

厚生年金、地共済が引き続き3．1％、1．2％の増加となった。また、平成16年度に  

減少した国共済と国民年金もそれぞれ0．7％、0．6％の増加に転じ、すべての制度の  
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保険料収入が脚ノ川したし公的隼金利度合体では、平成16年度に引き続き増加し、対  

前年度で2．6（‰増、26兆3，242値「1】となった 

保険料収入に関しては、、ド成17年4月に私学共折（10．46（舛）→10．814ウイ，）と国民  

年金（13，3001日→1：う，580＝）の保険料（率）が、9J」に厚牛年鳶（13．934％）→1′1．2駆灘，）、  

国共済（14．509（狂）－→1一′1．6ニう8（琵，）、地共済（1：う∴う84（舛）→1：う．7ニう8（施）の保険料率が引き卜  

げられており（図表215）、保険料収入の増加に人きく寄／ノ・している。また、厚生  

年金と私学共済では、被保険者数が増加したことも、保険料収入増加の要因となっ  

ている 

なお、公的年三食各制度の保険料（率）は、次のとおりである 

図表づ十ト5 公的年金各制度の保険料（率）  

隼座  地代済   仕丁丹済  川代牛余  
け†廿済                 県休作・乍   

い友   H  
1（う，う   川．醐（川）  腑．」（i   1リ．（）7   1H．う1し川）  】7．＝   15．Hl   1コ．H（川）     11，7朕＝1」j）   

十      17．コ1（10＝）  川Jう（）＝侶＝  軋うlう（1ごJ」）  に∵川（）（′川．）   

リ  17．35（4月）  1  

＝．：う（川）  

川  1ニミJi（）（）（lJ」）  

‖  
1∴リ（う（川）   

皿            Il．5り川lりj」）  ＝」弼＝＝）」j）  
10．削1（1J」）  

∵＼            11．7〔；7（り」」）  l】，りりコ（り」j）  ＝．1（うH（′川）  l：う，H（i（）（川）   
1リ  ‖．照付射＝  n  14．996（9月）  n  15．766（9月）  11．棋輔車＝仁  ＝」両肘＝＝  Il．うご2し川）  卜1，Ⅰ川）（川）   
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第2章◆財政状況  

（4）国庫・公経済負担 一全制度で増加一   

平成17年度の国庫・公経済負担は、厚生年金4兆5，394億円、国共済1，589億円、   

地共済3，828億円、私学共済537億円、国民年金1兆7，020億円であった（図表2－1－6）。  

図表2一卜6 国庫・公経済負担額の推移  

被用者年金  国民年金  公的年金  
年度   厚生年金   国共済  地共済  私学共済         ⊆旧三共猟  「芯蔚搭忘  制度計  （国民年金勘定）  制度全体   

平成  ‖ 億円：億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  28，295：6  988  2，602  294  ：う3，393   11，846   45，238   
8  25，169！7    1，055  2，786  318  30，568   14，679   45，247   
9   27，115  1，095  2，868  327  31，936   13，322   45，258   
10   28，302  1，166   2，896  344  33，231   13，265   46，496   

36，356  1，219  3，043  368  41，525   13，227   54，752   
12   37，209  1，315  3，346  404  42，853   13，637   56，489   
13   38，164   600  1，348  3，506  415  44，032   14，307   58，340   
14   40，036  1，372  3，440  429  45，416   14，565   59，982   

15   41，045  1，433  3，302  452  46，264   14，963   61，227   
16   42，792  1，525   3，795  499  48，619   15，219   63，838   
17   45，394  1，589  3，828  537  51，348   17，020   68，368   
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2．6  

4．9   《3：言方‾   

2．5   
4．3  

6．1  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。   
注2厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

注3 平成14～16年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を  
含めてあるため、各制度の値の和と一致しない。  

国庫・公経済負担の推移をみると、各制度とも総じて増加を続けており、平成17  

年度には、16年度に続き、すべての制度で増加している。 平成17年度の対前年度  

増加率は、厚生年金6．1％、国共済4．1％、地共済0．9％、私学共済7．6％、国民年  

金11．8％と大きな伸びとなっており、公的年金制度全体では、対前年度7．1％増の  

6兆8，368億円であった。   

ここで、国庫・公経済負担とは、  

○基礎年金拠出金の3分の1（平成16年度から2分の1への引上げに着手し、  

平成21年度までに完全に引上げ）に相当する額  

○国民年金が発足した昭和36年4月より前の期間（恩給公務員期間等は除く。）  

に係る給付に要する費用の一定割合（厚生年金は20％、国共済・地共済は  

15．85％、私学共済・旧農林年金は19．82％）に相当する額  
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第2章◆財政状況  

などについて、同庫又は地方公共団体等が負担している額注1のことである。また、  

国民年金においては、さらに国民年金保険料免除期間に係る老齢基礎年金の給付費、  

20歳前障害に係る障害基礎年金の給付費などにも国庫が負担する部分注2がある。   

国庫・公経済負担の多くは基礎年金拠出金に係るもげ）であり、国庫・公経済負担  

の増加はもっばら基礎年金拠と土1金の増加（後述）を反映したものである。これに加  

え、平成16年度以降は、基礎年金の国庫・公経済負担の引卜げが増加の要因となっ  

ている。  

棺1 月∃語解説の補足を参照のこと。  

注2 用語解説「特別同庫負担」（7）項を参照のことし  

図表2｛1－7 基礎年金の国庫・公経済負担割合の引上げ  

①欄で＊を付した額の内訳  

年度  基礎年金〃）同庫・公経済負担割合  

制度全体（うち国庫）   
厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金   

①  

平成   億「tj  億円   億円  億円  億円  億円  億円   

l／3＋296億円＊                     16  296 （272）   206  8  21  3  58   

17  822  30  82  10  248   

18  

19   

注 基礎年金の国庫・公経済負担には、地方公共団体等の負担を含む 

基礎年金の国庫・公経済負担割合については、平成16年の法律改正で、基礎年金  

拠出金の3L分の1から、平成21年度までに2分の1へ完全に引き上げられることと  

され、平成16年度から引上げに着手された。平成17年度は、基礎年金拠出金の3  

分の1と二LOOO分の11に加え1，192億円（地方公共団体等の負担を含む。うち国庫  

の負担分は1，101億円。）の国庫・公経済負担となっている（図表2－1－7）。また、  

その他の年度についても、図表2一卜7のとおり、順次引きLげられている。   

なお、国庫・公経済負抑割合が2分の1に完全に引き上げられる年度（特定年度）  

については、「平成19年度を「1処に、政府の経済財政運営の方針との整合惟を確保  

しつつ、社会保障に関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所要の安  

定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成21年度までのいずれ  

かの年度を定めるものとする。」とされている（平成16年年金制度改正法附則第16  

条）。  
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第2章◆財政状況  

（5）追加費用   

平成17年度の追加費用は、国共済4，702億円、地共済1兆．1，896億円であった（図   

表2－1－8）。   

追加費用の推移をみると、国共済は平成11年度から、地共済は平成10年度から、   

それぞれ減少を続けている。追加費用は、給付のうち制度発足前の恩給公務員期間   

等に係る部分に要する費用に相当するため、今後も引き続き減少していくものと考   

えられる。  

図表2－1－8 追加費用の推移  

対前年度増減率  
計  年度  国共済  地共済  国共済  地共済   計   

平成   億円  億円  億円  ％  ％  ％  
7   6，060  15，559   21，619   

8   △5．0  2．9  0．7  

9   5，894  16，059   21，953   2．4  0．3  0．9   

10   6，062  15，745   21，808   2．9   △ 2．0   △ 0．7   

5，807  15，271   21，078  △ 4．2  △ 3．0   △ 3．3   
12   5，612  14，756   20，368  △ 3．4  △ 3．4   △ 3．4   

13   5，400  14，572   19，972  △ 3．8   △1．2   △1．9   
14   5，326  14，139   19，465  △1．4  △ 3．0   △ 2．5   
15   5，187  13，352   18，539  △ 2．6  △ 5．6   △ 4．8   
16   4，918  12，465   17，383  △ 5．2   △ 6．6   △ 6．2   

17   4，702  11，896   16，599  △ 4．4  △ 4．6   △ 4．5   
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第2章◆財政状況  

（6）運用収入 一全制度で増加一  

平成17年度の運用収入は、簿価ベースで、厚生年金1兆8，298億円、国共済2，423   

億円、地共済1兆3，604億円、私学共済1，359億円、国民年金1，357億円であった   

（図表2－1－9）。  

また、時価ベースでは、厚生年金9兆1，893億†1】、国共済4，647億円、地共済3   

兆4，573憶「Ij、私学共済1，903億Pl、国民年金6，451億円と、各制度とも平成16年   

度より増加している。  

公的年金制度全体でみると、簿価ベースでは平成8年度以来の増加であり、時価   

ベースでは全制度の数値が得られた平成15年度以降で最大である。  

なお、厚生年金及び国民年金では、年金資金運用基金（、F成18年度以降は、年金   

積立金管理運用独立行政法人）が厚生労働大臣から寄託された積立金を管理・運用   

し、その運用収益を年金資金運用基金納付金（平成18年度以降は、年金積立金管理   

運用独立行政法人納付金）として国庫（年金特別会計）に納付する往仕組みとなって   

いる。平成17年度には、16年度末における年金資金運用基金の簿価の累積収益額   

（厚生年金1兆4，180億刊、国民年金1，112億円）が基準となる準備金積立所要額   

（寄託金残高の100分の1）を上回ったことから、年金資金運用基金発足後初めて、   

超過となる額（厚生年金7，522億円、国民年金600億「Tl）が年金資金運用基金納付   

金として国庫納付された。厚生年金及び国民年金の簿価ベースの運用収入は、特別   

会計の運用収入（財政融資資金への預託金の利子収入）に、この年金資金運用基金   

納付金を加えたものを計上している。 このように、簿価ベースでは、年金資金運用   

基金における連用収益を厚生年金及び国民年金の特別会計の当該年度の収入として   

計上する仕組みとなっていないことから、簿価ベースの数値を、（年金資金運用基金   

における運用実績が当該年度の運用収入に反映される）時価ベースや、他制度の簿   

価ベースの数値と比べる際には、留意が必要である。  

注 国庫納付については、簿価で計算された厚生年金勘定及び国民年金勘定それぞれの累積収益額  

に基／づいて、翌年度における納付の有無の決定及び納付額の算定が行われる。  

－17 －   



第2章◆財政状況  

図表2－1－9 運用収入の推移  
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年度  被用者年金  国民年金  公的年金  
国共済  地共済  私学共済   制度計      制度全体  

旧農林年金  
勘定   勘定   

平成   億円  億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   億円   

7  3，463  11，543  1，056  73，273   3，184   767   77，223   

8  3，505  10，910  985  73，935   3，296   700   77，931   

9   55，637  3，289  11，009  996  71，706   3，405   616  75，726   

10   52，164  2，728  10，535  989  67，131   3，368   385   70，884   

47，286  2，666  12，109   1，013  63，750   3，236   386   67，372   

12   43，067  2，499   9，328  875  56，466   2，828   304   59，598   

13  38，607  507  2，104  7，872  783  49，873  2，263   209  52，345  

［26，541］  ［1，341］  ［1，246］  

14  31，071  2，169   6，870  667  40，777  1，897  175  42，848  
［2，731］  ［1，757］  ［△90］  ［△371］  

15  22，884  2，358  7，000  670  32，912  1，523  79  34，513  
［64，232］  ［3，282］［16，995］   ［809］    ［85，318］   ［4，482］  ［89，879］  

16  16，125  2，109   7，534  738  26，506   1，044  83  27，632  
［36，934］  ［2，291］［12，200］ ［1，103］    ［52，527］   ［2，654］  ［55，264］  

17  18，298  2，423  13，604  1，359  35，684   1，357  83  37，124  
［91，893］  ［4，647］［34，573］ ［1，903］    ［133，015］   ［6，451］  ［139，550］   
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注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 平成17年度の厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金資金運用基金納付金を加えたものを計上している。  
注3 ［］内は、時価ベースである。  

注4 厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の  
運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれ  
の積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注5 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に年度末積  
立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、参考値である。なお、国共済の時価ベースの運用収入は、平成10年度が2，542億円、平成  
11年度が3，147億円、平成12年度が1，678億円である。  

亮
讐
肇
漂
増
刊
∵
．
蓑
 
 

1
蓮
丁
護
．
笥
㌔
葛
 
 

一18 －  嶺
誹
適
闇
月
 
 
 



第2章◆財政状況  

（7） 運用利回り   

平成17年度の運用利回りをみると（図表2－1－10）、簿価ベースでは、国共済が   

2．43％、地共済が3．59％、私学共済が4．16％となっている。  

また、時価ベースでは、厚生年金が6．82％、国共済が5．36％、地共済が9．01％、   

私学共済が5．78％、国民年金が6．88％となっており、各制度とも過去3年間で最も   

高い実績となっている。  

図表2－1－－10 運用利回りの推移  

年度  国共済   地共済   私学共済   
国民年金  

旧農林年金   
（国民年金勘定）  

平成   ％   一見   ％  ％  （％  ％   

4．97  4．2こi  4．60  4．90   

8  4．82  3．74  4．03  ∠4．56   

9  4．32  3．57  こう．86  4．26   

10  こう．44  3．24  ：う．66  ：∋．94   

3．27  3．57  3．59  3．58   

12   3．22  3．01  2．61  2．99  2．98  

13  2．42 2．05 2．60  

［1．99］  Ll，56」  ［l．29］  

14  2．45 1．77 2．20  

［0．21」  ［2．05］ L△0．28」  L△0，39］  

15  2．68 1．81 2．00  

L4．91】  ［3．84］ ［4．8こう】 ［2．61］  ［4．78］  

16  2．35 1．98 1．79  

「2，7こう】  ［2．65］ L3．23」 「：∋．351  は77］  

17  2，43 3．59 4．16  

「6．82」  甘36］ ［9．01］ ［5．781  し6．88」  

柱l厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含圭ず、平成13年度以前は旧農林年金を含まないL  

注2 し」内は、時価ベーースであるり  

注3 厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金  
資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係  
る損益の厚生年金・国罠年金／＼の按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の  
比率により行っている。  

注4 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用利回りは、時価ベースの運用収入（参考値）を基にした修  
正総合利回りを計ヒしている。なお、国共済の時価ベーースの運用利回りは、平成10年度が3．17％、平成  
11年度が3．80％J、平成12年度が2．03％である  
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第2章◆財政状況  

（8）基礎年金交付金   

平成17年度の基礎年金交付金は、決算ベース注で、厚生年金1兆9，474億円、国   

共済1，640億円、地共済3，718億円、私学共済178億円、国民年金1兆8，763億円   

であった（図表2一卜11）。  

注 基礎年金交付金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、  

基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「（13）基礎  

年金制度の実績（確定値ベー ス）」の項を参照のこと。  

図表2一卜11基礎年金交付金の推移《決算ベース）  

年度  
被用者年金  

旧農林年金   
国共済  地共済  私学共済   制度計   

平成   億円  億円  億円  億円   億円   億円  億円   億円   億円   

7        2，188   5，276  295  36，509   3l，868   68，378   

8        2，209   5，371  29l  36，396   30，395   66，790   

9   25，493     2，194   5，208  285  34，109   28，435   62，5ノ14   

10   24，952  2，201  5，035  277  32，954   27，826   60，7Hl   

23，036  2，156   4，956  261  30，947   26，748   57，695   

12   19，574     2，083   4，796  245  27，260   25，701   52，962   

13   15，566  525  1，993   4，545  232  22，861   24，245   47，107   

14   14，240  1，935  4，249  218  20，728   22，771   43，499   

15   13，921  1，833  3，946  203  19，904   21，534   41，4二‡8   

16   16，060  1，729   3，910  190  21，891   20，076   4l，967   

17   19，474  1，640  3，718  178  25，009   18，763   43，773   

△0．8 王  3．1E △14．5          l－－－－－－－－－－●   

0．0《△8．7》；△14．5 1  

△2．1   ；△4．5  

△7．7  ≡ 10．9  
1  

△15．0  ；  5．5  

△犯5  ≡ △6．7   

△8．5  《△11，5》   

△2．2   

15．4  

21．3   

0．9  1．8   △1．2  

△0．7  △3．0  △2．3   

0．3   △3．3   △2．7  

△2．0   △1．6   △5．6  

△3．4  △3．2  △6．4  

△4．3  △5．2  △5．1  

△2．9   △6．5   △6．1  

△5．3  △7．1  △6．9  

△5．7  △0．9  △6．5  

△5．1  △4．9  △6，4  

△2．3  

△6．4  

△2．8  

△5．1  

△8．2  

△11．1  

△7．7  

△4．7  

1．3  

4．3  

注l厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の平成9年2月分、3月分の給付に係る基礎年金交付金  

及び平成7年度分の精算額（425億円）を含み、平成10、11年度の額は旧三共済に係る分の精算額（10年  
度は9億円、11年度は4億円）を含む。同様に、平成14年度の額は旧農林年金分（85億円）を含み、平成   
15、16年度の額は旧農林年金分の精算額（15年度は1億円、16年度は2億円）を含む。  

注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  
率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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第2章◆財政状況  

（9）給付真 一国共済以外の被用者年金、基礎年金で増加一   

平成17年度の給付費は、惇生年金21兆9，863億円、国共済1兆6，693億円、地   

共済4兆2，915億円、私学共済2，310億ー］］、国民年金の国民年金勘定1兆9，527億   

H、展礎年金勘定12兆6，386億円であった（図表2一卜12）。   

給付費の推移をみると、被用者年金では、国共済が平成13年度をピークに微減が   

続いているが、その他の制度では増加が続いており、平成17年度では、厚生年金が   

2．1％増、地共済が0．3％増、私学共済が2．6％増となっている。   

国民年金では、基礎年金勘定で大幅な増加が続いており、平成17年度で7．0％の   

増加となっている。 一方、国民年金勘定では平成17年度で6．5％減となっており、   

一貫して減少傾向が続いている。これは、国民年金勘定の給付費が主にl口法国民年  

金の老齢年金の給付費であることから、受給権者の新規発生が被用者年金と違って   

非常に少ないためと考えられる。  

図表2－トー12 給付費の推移  

被用者年金  
国民年金  

年度  公的年金  
国共済  地共済  私学共済   制度計      制度全体  

旧農林年金  
勘定   勘定   

平成   億円  億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   億円   

7        16，005  38，176  1，538    222，5∠i7   32，193   4l，695  296，436   

8        16，117  38，805  l，618    229，829   31，042   49，455  310Jう26   

9   172，～i95  16，240  39，376  1，694    23こi，772   29，783   57，690  321，245   

10   182，さ弓24  16，517  40，523  1，794    245，364   28，933   67，114  3′41，411   

187J始4  16，608  41，177  1，864    250，787   27，781   76，146  354，715   

191，fi44  16，HOO  41，4こう0  1，942    255，569   26，454   84，774  366，798   

196二三28  ▼＿＿▼且旦と鼓＿  16，H67  42，005   2，023    26l，039   25，1こう3   93，633  ニi79，805   

‖   20ニう，∠166  16，852  42，298   2，112    265，399   23，819  102，494  391，711   

15   208∴40  16．849  42，618   2，185    269，792   22，293  110，7ニi5  402，821   

16   215，：i80  16，779  42，783   2，252    277，194   20，888  118，118  416，200   

219，さ弓63  16，693  42，915   2，310    281，780   19，527  126，386  427，694   

注】厚生年金の平成8年度以前はI廿三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない 
注2 厚生年金の対前年度増減率の《）内は、平成！）年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、平成14年度につ  

いては、ド成13年度に旧農林年金分を含めた場合〝）率である〔  

柱：う、和文14年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を含めてあるため、  

各制度の値の紅と・致Lないっ  
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第2章◆財政状況  

（10）基礎年金拠出金   

平成17年度の基礎年金拠出金は、決算ベース注で、厚生年金11兆2，831億円、国   

共済4，201億円、地共済1兆1，226億円、私学共済1，452億円、国民年金3兆4，090   

億円（特別国庫負担分を除く）であった（図表2－1－13）。  

注 基礎年金拠出金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、  
基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「（13）基礎  
年金制度の実績（確定値ベー ス）」の項を参照のこと。  

図表2一卜13 基礎年金拠出金の推移《決算ベース）（特別国庫負担分を除く）  

厚生年金  
年度  

被用者年金  国民年金  公的年金  
国共済  地共済  私学共済  

：旧三共済  旧農林年金  

平成   億円茎 億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7    ‖ 70，154；1，21    2，624   7，351  813  83，250   22，177  105，427   

8    74，120L＿⊥蓮    2，733   7，728  847  87，827   22，324  110，151   

9   77，173  2，848   8，021  879  90，275   23，379  113，654   

10   83，144  3，075   8，558  934  96，881   24，709  12l，590   

88，235  3，288   9，145   1，004    102，889   24，939  127，828   

12   91，272  3，535   9，703   1，103    106，892   26，109  133，002   

13   93，048   1，356  3，608   9，861   1，137    109，009   28，043  137，053   

14   98，961  3，719  10，108   1，184    114，282   28，937  143，219   

15   102，986  3，898  10，557   1，263    ‖8，799   30，098  148，897   

16   107，874  4，192  1l，235   1，401    124，726   30，701  155，427   

17   112，83l  4，201 11，226   1，452    129，710   34，090  163，800   
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4．1  5．1  

4．2  3．8  

8．0  6．7  

7．0  6．9  

7，5  6．1  

2．1  l．6  

3．1  2．5  

4．8  4，4  

7．5  6．4  

0．2   △0．1  
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」
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7
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3
 
4
 
6
 
0
 
3
 
 

5．7： 4．1；  3．9       ■■■■■－■－－－■  
4．1《2．4》 ≡ △0．8  

7．7   
1  

： 2．9  
1  

6，1  星  4．7  
1   

3．4  ；  5．6  

1．9  1     ：  6．0   

6．4   《4．8》   

4．1   

4．7   

4．6  

注l厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年2月分、3月分の給付に係る負  

担分として納付する額の概算額及び旧三共済に係る平成7年度分の精算額（230億円）を含み、平成10、11  
年度の額は旧三共済に係る分の精算額（10年度は15億円、‖年度は7億円）を含む。同様に、平成14年度  
の額は旧農林年金分（3‖億円）を含み、平成15、16年度の額は旧農林年金分の精算額（15年度は95億円、  

16年度は23億円）を含む。  
注3 厚生年金の対前年度増減率の《〉〉内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、  

平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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第2章◆財政状況  

（11） 収支残   

平成17年度の収支残は、簿価ベースで、厚生年金9，672億円の黒字、国共済546  

億円の黒字、地共済7，464億円の黒字、私学共済1，078億円の黒字、国民年金1，071  

億円の赤字となっている（図表2－卜14）。また、時価ベースでは、厚生年金8兆3，267  

億円の黒字、国共済3，126億円の黒字、地共済2兆8，491億円の黒字、私学共済1，651   

億円の黒字、国民年金4，023億円の黒字であった。   

ここで、厚生年金及び国民年金では、当年度の支Ⅲを支障なく行うという事業運   

営の観点から、平成17年度より新たに「積立金より受入」（平成17年度は厚生年金   

が6兆2，497億円、国民年金が4，539億円）が収入項目となっており、収支残の額   

は事業運営の結果を示すもので、そのまま積立金の増減になるとは限らないことに   

留意が必要である。   

年金財政の観点から財政状況をみるには、単年度収支残で評価するのが適当であ   

り、平成17年度の単年度収支残は、厚生年金が簿価ベースで5兆2，825億円の赤字、   

時価ベースで2兆770億r1Jの黒字、国民年金が簿価ベースで5，609億円の赤字、時  

価ベースで515億円の赤字となっている（図表2－1－3）。ただし、前述のように、積   

立金を活用する有限均衡方式での財政運営の下では、仮に単年度収支が赤字になっ   

た場合であっても、それがただちに財政状況の悪化を示すものではなく、平成16年  

財政再計凱こおいて改正内容を織り込んであらかじめ見込まれていた状況との比較   

や承離分析を通して適切に評価する必要がある。   

また、厚生年金の収入には、解散厚生年金基金等徴収金（3兆4，568億円）が含   

まれているが、これは厚生年金基金の代行返上による移換金であり、将来にわたる  

給付義務を伴う一時的な収入である。一方、厚生年金及び国民年金の支出には、財  

政融資資金繰L償還等資金財源（厚生年金4兆841億円、国民年金2，632億円）と   

いった将来にわたる収入を伴う一時的な支出が含まれており、収支状況をみる際に   

は留意する必要がある。  
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第2章◆財政状況  

図表2一卜14 収支残の推移  
’
遥
仁
」
寸
．
 
 

年度  国共済   地共済   私学共済   
国民年金  

旧農林年金   （国民年金勘定）  

平成   億円   億円   億円  億円  億円  億円   

7   72，760   806   3，101  16，782  1，446  6，790   

8   66，381   559   3，089  16，816  1，342  9，444   

9   72，910   500   3，160  17，234  1，332  6，151   

10   50，801   225   2，395  14，900  1，207  4，871   

39，482   118   1，852  14，987  1，121  4，952   

12   20，779   34   2，762  9，160  852  3，527   

13  5，067  △ 367   549  7，760  677  1，184  

［△6，999  ［△157］  ［167］  

14  3，007  247  5，391  568  △ 485  

［△25，333］  ［△84］  ［△189］    ［△2，753］  

15  △ 3，379  191  3，639  434  △ 500  

［37，968］  ［1，189］ ［13，885］  ［617］  ［2，459］  

16  2，359  96  2，322  301  △1，707  

［23，167］  ［389］   ［8，266］  ［836］  ［△96］  

17  9，672  546  7，464  1，078    △1，071  

［83，267］  ［3，126］ ［28，491］   ［1，651］  ［4，023］   

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金・国民年金の平成17年度は、収入に「積立金より受入」が計上されており、収支残もそのベースで算  

出されている。  

注3 L」内は、時価ベースである。  
注4 厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金資金  

運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の  
厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っ  
ている。  

注5 匡l共済、地共済、私学共済の時価ベースの収支残は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出  
した参考値である。なお、国共済の時価ベースの収支残は、平成10年度が2，243億円、平成11年度が2，369  

億円、平成12年度が1，975億円である。  
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第2章◆財政状況  

（12）積立金  

平成17年度末の積立金は、簿価ベースで、厚生年金132兆4，020億円、国共済8   

兆7，580億円、地共済38兆8，082億P】、私学共済3兆3，180億円、国民年金勘定9   

兆1，514億11、基礎年金勘定7，246億円であり、総額で193兆1，622億円となって   

いる（図表2－1－15）。なお、厚生年金の積立金には、厚生年金基金が代行している   

部分の積立ノ金は含まれていない。また、基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が   

導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国   

民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものであり、毎年度同額が計  

l二されている。  

積立金の推移を簿価ベースでみると、各制度とも対前年度増減率が総じて鈍化し   

てきていたが、平成17年度は、私学共済が3．4％増、地共済が2．0％増と伸びが人   

きかった一方で、厚生年金と国民年金勘定ではそれぞれ3．8％減、5．6％減となった。   

これらは、平成17年度の単年度収支残の結果を反映したものである（図表2－1－3）。  

一方、時価ベースでみると、平成17年度末の積立金は、厚生年金140兆3，465億   

円、国共済9兆1，690億円、地共済41兆5，154億円、私学共済3兆4，730億円、国   

民年金勘定9兆6，766億円となっている。地共済が7．4％増、私学共済が5．0％増、   

国共済が3．5％増と平成16年度までに比べ大きく増えたほか、簿価ベースでは減少   

した厚牛年金でも1．5％の増加となっている。また、公的年金制度全体では、平成  

17年度末に初めて200兆円を超え、204兆9，051億円となった。  
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第2章◆財政状況  

図表2－卜15 積立金の推移  

厚生年金  
年度末  r‾‾‾‾t■‾‾‾‾‾  国共済  地共済  私学共済  被用者年金 制度計   国民年金  公的年金  

＝日三共済   
国民年金  
勘恵   

制度全体            墓碑年金  
勘定   

平成   億円；億円  ‖  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   億円   

7  1，118，111；23   ‖    72，693  288，406  24，268    1，545，630   69，516   7，24〔〉  1，622，392   

8  1，184，579：25    75，782  305，220  25，611    1，635，435   78，493   7，24（i  1，721，175   

9   1，257，560  78，942  322，455  26，943    1，705，637   84，683   7，246  1，797，566   

10   1，308，446  81，337  337，358  28，150    1，775，251   89，619   7，246  1，872，117   

1，347，988  83，189  352，346  29，270    1，832，872   94，617   7，24（）  1，934，735   

12   1，368，804  85，951  361，507  30，123    1，866，498   98，208   7，246  1，971，952   

13  1，373，934   19，746  86，500  369，267  30，800    1，880，246  99，490   7，246  
［1，345，967］  ［87，070］  ［97，348］  

14  1，377，023  1，869，796  99，108  7，246  
［1，320，717］  ［86，986］［365，720］［31，625］    ［1，805，048］  ［94，698］  ［1，906，992］  

15  1，374，110  86，938   378，297  31，802    1，871，147   98，612  7，246  
［1，359，151］  ［88，175］［379，605］［32，242］    ［1，859，173］  ［97，160］  ［1，963，580］  

16  1，376，619  87，034  380，619  32，102    1，876，374   96，991  7，246  
［1，382，468〕  ［88，564］［386，664］［33，079］    ［1，890，775］  ［97，151］  ［1，995，171］  

1，324，020  87，580  388，082  33，180    1，832，862   91，514  7，246   
［1，403，465］  ［91，690］［415，154］［34，730］    ［1，945，039］  ［96，766］  ［2，049，051］   

対前年度増減率（％）  
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注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含圭ず、平成13年度以前はl口農林年金を含まない。また、厚生年金基金が代行している部分の積立金  
を含まない。  

注2 ［］内は、時価ベースである。  

注3 厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運  
用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積  
立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注4 国共済の時価ベースの積立金は、平成10年度末が82，883億円、平成11年度末が85，252億円、平成12年度末が87，227億円である。  
注5 旧農林年金から厚生年金へ、平成14年度に1．58兆円、平成15年度に0．03兆円が移換されている。また、厚生年金には、平成15年度に3．50兆円、  

平成16年度に5．39兆円、平成17年度に3．46兆円の解散厚生年金基金等徴収金がある。  
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第2章◆財政状況  

平成17年度末の各制度の積立金の資産構成は、図表2十16に示したとおりとな  
っている。厚生年金、国民年金、国共済では預託金が4割～5割となっている一方  
で、地共済では金銭信託が5割強、私学共済では有価証券が5割を占めており、資  

産構成は制度により違いが見られる。  

図表2十上16 各制度の資産構成   
厚生年金     国民年金 

区  分  時価ペース  時価ぺ－一ス  

預 託 金  iH．コ   う9．7   

市場運用分  11，H   ～汚■7 

く市場運用分計献 く100．00 

（7ココ，176）  

国内債券  〈 4日Ji6 

厄内株式  2日．2H 

外国債券  10．46 

外国株式  14．90 

短期資産  0．00 

財投債  20，0  21．6   

承継資産び）累積利差損  しへ25，453）   （△1，840）   

承継資産の損益   100．0  100．0  

を含まない場合  （1，∠12日，918）   （98，607）  
年度末積立金  

（96，766）  

平成17年度末－－   

国共済  
区 分  簿価べ－一ス   時価ベース   

流動資産  しi＿4   3．2   

・金  1，8   1．7  

未収収益・未収金等  1．6   1．5   

ノ→、産  97．0   97．2  

預託金  53．7   51．3  

有価証券等  こ1：i．7   こう6．7  

勾括信託  ：5：i．7   こi6．7  

託運用）   1：三．9   16Jう  

画面壷券   コ，5   2．4  

国内株式   4．0   6．1  

外国債券   0．9   0，H  

「＿⊥型撃墜式   5．5   7．0  

家運用）   20．8   20，4  

貴券   コ0，R   20．4  

不動産  2」う  リり  

貸付金  7．3   7．0  

流動負債等  △ 0，4   △ 0．4   

100．0  100．0  
年度末積立金  

（87，580）   （91，690）   

私学共済  
区  刀  簿価ベース  時価ベース 

（！ん  

流動資産  7，0  6．7   

・金  4．2   4．0  

未収収益・未収金等   2．8   2．7   

′ム’産  9：i，1   93．4  

預託金  

有価証券等   73．6   74，8  

「画喜豆   21．9   24．5  

有価証券   51．7   50．2  

27．0  25．3  

0．0  0．0  

24，6  24．9  

生命保険等   0．0   0．0  

不動産   3．4   ：i．3  

貸付金   16．1   15．3   

流動負債等  △ 0．02   ′＼0．02   

100．0  100．0  
年度末積立金  

（：り，180）   （：う4，730）   

地共済  
区  分  簿価べ・一ス   時価ベース   

り′ 

流動資産  7．9  7．4   

官有：福豆   5．6   5．2   

両立有畜未収金等   2．4   り り   

固定資産   92．1   92．6   

1．0   1．0   

預託金      挙■．i．・▲・   80．8   82．0  

金銭信託   53．8   56．6  

25．2   23．7  

有価証券         国内債券   15．1   トトi   

0．0  0．0  

H．2  7．4  

＝・  0．2  0．2  

．l．  1．7  1．6   

1．8   1．7   

不動産   」」頭保険等      1  0，9  0．8  〒一・  9．4  8．8  流動負債等  0．0  0．0  年度末積立金  100．0 （こ！購，082）  100，0 （415，15‘1）  
承継資阻ノ〕損益を含圭′賞、現計ノ）年度末楕立金を10什㌦とLている 桂1厚生年金．国民年釦一滴詐金」「市場揮用分」「財投胤〃澗成割釦1 

rt2厚生年金牒民年金相場運用＝、年金留金運用基金にかて厚生年金分、国民年金分・旧年金福祉事業団かん承継Lた資産慄緋産）   
を含わせて一体としノて運開を行／→て寺川、ニれら全体摘草用資産の構成割合を示している  

注：う（）内は実額（単位偉円）てある 
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第2章◆財政状況  

《参考》「時価ベース」について  

年金数理部会では、平成14年度財政状況報告より、新たに、すべての公的年金制  

度について積立金等を時価評価した参考値（「時価ベース」）の報告を受けている。   

平成14年度末以降の積立金については、すべての制度で時価ベースの値が算出さ  

れているが、各制度の時価評価の方法は図表2－1－17に示したとおりである。制度に  

よって、細かな点で若干の違いはみられるものの、評価方法は概ねそろっているも  

のと考えてよい。   

なお、厚生年金・国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資  

産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における巾場運用分の運用実績を時価ベ  

ースで評価したものであり、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、  

厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている注。   

注 厚生年金と国民年金の積立金は、平成13年度から、厚生労働大臣が年金資金運用基金に寄託  

し、同基金により市場運用されることとなった（寄託金の使途には、市場運用のほか、財投債の  

引受けもある。）。同基金は、旧年金福祉事業団が旧資金運用部から資金を借り入れて行っていた   

資金運用事業に係る資産も継承しており、寄託された積立金の市場運用部分と合同して、同様の   

方法で市場運用している。承継資産は年金積立金そのものではないが、この承継資産の運用実績  

をも広く積立金の運用実績と捉えた。寄託された資金と承継資産は時価評価される。なお、12   

年度までは、積立金は全額が旧大蔵省資金運用部（現財務省財政融資資金）に預託され（預託期   

間は原則7年）、運用収入は全額が預託金利子収入であった。13年度以降は、既に旧資金運用部  

に預託されていた分は預託の満期償還が完了するまでの間（平成20年度まで）、預託が経過的に  

継続されることになっている。  
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図表2－1－17 時価評価の方法 （平成17年度末における評価方法）  凌
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○巾場運用分の国内債券、国内株式、外国債券、外国株  

厚生年金・国民年金  式については年度末の市場価格（運用手数料控除  
後）、財投債については簿価（償却原価法）   

国共済   
○包括信託については年度末の市場価格、それ以外につ  

いては簿価   

○原則として、金銭信託、国内債券、外国債券、国内株  

地共済  式、証券投資信託、有価証券信託、生命保険等につい  
ては、年度末の巾場価格  
不動産、貸付金については、簿価   

○包括信託、国内債券、有価証券信託については年度末  

私学共済  の実勢価格、証券投資信託、生命保険等、不動産、貸  
付金については簿価  
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第2章◆財政状況  

（13）基礎年金制度の実績（確定値ベース）   

基礎年金制度では、基礎年金給付費と基礎年金相！当給付費の合計から特別同庫負   

担を除いたもの（以卜「保険料・拠山金算定対象額」というし〕）を、各制度が頭割り   

で分担する仕組みとなっており、各制度から基礎年金勘定へ展礎年金拠出金が拠川   

される 一方で、展礎年金勘定からは各制度へ基礎年金交付金が交付されている。  

基礎午ノ金交付金と基礎年金拠亡軒金の動向を確定伯ベース′王でみたものが、図表   

2」－1R及びl刻表2一卜19である。  

注 基礎隼金拠出金、基礎年金交付金の確定値ベースの額とは∴Jう該叫引こおける保険料・拠J片金  

算定対象解け亡ど〃）実績の佃（確定値）を川いて貸出した寄如7）ニとである、なお、填礎年金制度で  

は、、1指針牛度における保険料・拠出金算定対象額などの見込額を州いて筒出した基礎年金拠出金、  

払礎隼金交付金の概算和が拠出・交イ寸され、その後、当該隼／蜜における確定額と概貨額との差離  

が翌々ノf巨僅に精現される什組みとなっており、前述の決算ベースげ）音別ま、ニの概簡額と精算額の  

合計になっている 

図表2－］L－18 基礎隼金交付金の推移《確定伯ベース》  

被用者年金  
年度  国共済  地共済  私学共済  

旧農林年金   制度計   

、首祓   億円  億円  億H  億円   億円   億円  億円   億円   億円   

巴        2，167   5，206  297  二i6，619   ニう1，507   68，1：：6   

＼        2，1ト号   5，15R  287  ：与6，0′15   こぅOパー1§）   66Jう64   

9   26，ご151  2，用1  5，07リ  276  こう4，977   29，01R   6こ∋、995   

10   25，H（）4     ご，17H   5，0ニミニう  265  ニーこう，S57   2H，1：i2   61，989   

2ノ′l，750  2，12H   ∫i，（＝6  コ5：1  32，61〔）   26，94l   59，551   

2′4，2二う4  2，077   4，7こ三′1  2こう9  二う1，R22   コ5，5日S   57，′110   

＝   2こi，059  527  2，（JO∠i  ′l，509  22日  ニう0，ニ弓28   24，251   54，579   

‖   22，6：与R  1，925   ′1Jう25  21わ  2り，19二i   22、91tう   52，‖0   

15   21，ノ128  1，H25   4，026  20／1  27，′1日4   21Ji7日   4日，H62   

】6   20，l′15  l，729   こう，770  192  コう，836   19，957   L45，7椚   

17   1軋92：う  l、638  ：う，56：i  lRO  2∫1，：iO4   1日，5日：i   42，8月7   

対前年度  滅率（％）  

／へ2」う： ：う．0 王 △1．7  
I－－－－－－－－－－●   

1．2（〈′∧1．リ〉）：∧ニう．（） l  

／＼2．′1  ≡ ′＼1．6  
1   

∠＼1．】  ； △2．5 1  

∧2．1   ∠へ2．7  

△′1．8   ；△ニう．7   

∧1．H  （、しヽ、‘l．0〉）   

∧5．こう  

／ヽ6．0  

／′＼6．l   

0．9   ∧0．り   △：ミ．4  

∧0．1  一へ1．5  ／＼二i．9  

′へ0」う   ∧0．9  ／へこう．8  

∧2」ミ  ／へ2」う  △‘l．6  

∧コ．∠1  ノヘこう．†） ／＼、5．5  

∧3．5  ／㌧4．6  ／＼5．0  

ハ∴う．リ   ∧l，l ／＼′1．ご  

′＼5．2  ／へ6．9   ハ、6Jう  

∧5．2   ∠ヽ、6．・1 ／へ、、6．1  

∧5」う   ∧5．5  ／へ＼、6」う  

はl厚生年金の平刃ほ年度以前は＝r二▲共済を含まず、平成1：i年度以前は旧農林年金を含£ない  
注2 再支f）年度の被用者年金制度計の額は、旧三共済ノ）平成甘牢2月分、3月分の給イ寸に係る基礎年金交＝金  

U）確定値（410億円）を含む√。同様に、14年度の額は旧農林年金分（87億円）を含む、ノ  
注二う 厚生年金の対前年度増減率の（〈）内仁L平成9年度についこは平成H年風二旧㍉控済分を含めた場合ゾ）  

キミ、平成14年度についてほ平成‖年度に旧農林年金分を含めた場合の率である 
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基礎年金交付金（確定値ベース）の推移をみると、平成8年度以降は各制度とも  

ほぼコンスタントに減少を続けている。基礎年金交付金は、旧法年金に係る基礎年  

金相当給付費（みなし基礎年金給付費）に充てられるもので、l口法年金の受給権者  

の新規発生は限られていることから、今後減少を続けていくものと思われる。   

一方、基礎年金拠出金（確定値ベース）については、各制度とも増加を続けてい  

る。この増加傾向は、基礎年金給付費が大幅な増加を続け、保険料・拠出金算定対  

象額が増加していることを反映したものである。平成17年度の対前年度増加率をみ  

ると、厚生年金が4．4％増、国共済が2．5％増、地共済が2．0％増、私学共済が4．8％  

増であるのに対し、国民年金は0．3％増と小さい伸び率となっている。これは、平  

成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたことにより、17年度  

の拠出金算定対象者数（第3号被保険者分）が増加したことから、国民年金の分担  

が相対的に小さくなったことが影響していると考えられる。  

図表2－1－19 基礎年金拠出金の推移《確定値ベース）（特別国庫負担分を除く）  
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厚生年金  
年度  l，－－‾t‾▼‾一‾  

被用者年金  国民年金  公的年金  
国共済  地共済  私学共済  

…旧三共済  旧農林年金  

平成  H 億円已 億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

ロ   ‖ 69，8．66苫1，23  ‖    2，660   7，425  815  83，089   21，777  】04，鋸5   

2，792   7，800  862  87，804   23，06l  110，865   

8  73，927蔓．＿⊥ぶ                     9  79，669  2，945   8，216  912  93，132   23，619  116，7二ち1   

10   84，991  ：う，144   8，786  984  99，129   24，995  124，124   

89，002  こi，329   9，280   1，047    103，939   26，848  130，787   

12   93，633    3，569   9，705  l，116    109，361   27，946  137，307   

13   97，575   ＿＿＿⊥這β旦＿  3，719  10，088  1，175    11：5，937   29，319  143，255   

14   102，730  3，915 10，635  1，259    118，780   30，873  149，653   

15   106，850  4，009 10，905  1，319    123，082   31，610  154，692   

16   110，314  4，087  1l，074   1，376    126，852   32，192  159，044   

17   115，207  4，190  11，300  l，443    132，139   32，276  164，416   
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対前年度  減率（％）  
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注l厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 平成9年度の被用者年金制度計の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年2月分、3月分の給付に係る負  

稗分として納付する額（226億円）を含む。同様に、平成14年度の額は旧農林年金分（242億円）を含む。  
注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、  

平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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第2章◆財政状況   

図表2－ト20 基礎年金給付費と基礎年金相ソ与給付費の合計額、特別国庫負担額、  

基礎隼金拠甘金単価、基礎年金拠出金算定対象者数等の推移  
（⊃確定値ベース  

基礎年金給  
付賛と基礎  保険料1和  

年度    年金相当給  
村費〝）合計  拠出金 単価                 合計  

額  

ユ   ゾ ㌧とて しま   

平成   億H   倍「1  億円  「j  千人  丁人  干一人  †▲人  千人   千人   千一人    丁一人   

田  109，779 4，91LllO4，865    ‖」‖          1，571Jl，3日5   481    12，H60   

＼  115，772  ′4，907 110，865    1十972    Jll，卜19    630  1，551圭Ml  井川    1二」836   

9  12l、639  4、889 116，751    15，7tう5    ・12，232   615  1，557 ′1，343  射㍑    12，エ185   

四  129，（）66 1，9‘42 1ごこ1，1ユ1    16，9RH    し11，691     1，5‘12  Ll，310  、′1日3    12，2（う1   
円  135，65（う  ′1，糾うり 1ニう（〕，7ト汀    1日，02・′i    ′11，トi9     1，5ニう9 ・ユ，291   18上1    12，√11こう   

12  l′12、l▲川  ∠1、83：う 137∴う07    19，卜i9    40，7L47     1，553  4，22∫1   1日5    ㍑，1（う2   

四  ト4軋17こう  ∴i，918 ト13，コ55    20，149    10，：う5（う     1，53H  ご′1，172  4H6    12，1二三6   
14  154，56ニミ  4，910 ト19，653    21，・′′150    6  （565）    1，521 ご4，lこ〕2   ・189    11，99▲′4   

15  159、559 4，868 154，692    22，239    8  L502 」i，086  ・i9′1    11，B′ノ15   

16  163，886 1，8∠′12 159，0ノ1‘ノ1    22，9二三」i    a ■一  1，▲186 ・i，026   500    11，70二三   

17  169，2∠16 ・4，830 164，‘′i16    22，986  59，606  41，76ぐi  〕19  し1，097   523    11，701   

対前年度増減率（（シこ，）  

5．5 ∠＼0．1  5．7   

5．1／＼0．・i  5∴う   

6．1   1．1  （う∴う   

5．1 ′へ1．5  5∴l   

」．8 ／＼0．7  5．0   

▲4．2  1．8  1∴i  

∫1∴う ∠＼＼0．2  l．5   

3．2 ∠＼0．9  ニう．′1   

2．7 ′／＼、0．5  2．8   

3．3 ／＼0．2  3．1  

′＼0．」  

0．0   

∧1．3   

∧ 0．7  

＜1．2   

△ 0．8   

∧1．9   

＜ 0．3   

／㌧ 0．3  

3．1  

∧0∴き：ム＿⊥ニュj′＼1・7  

2．6 《仇9〉〉：∧2．3  

∧1・3  1    ：∧2．′1  

∧1．3  ：／＼1∴′1  

∧1．0  言∧1．7  

＜1．0  ：∧2．0  

∧ 0．9  《＜ 2．鋤  

0．1  

1l．二  

‘二1．2  

△1．1 ∧1．0 △ 0．3 ／＼0．2  

0．5 ∧ 2．7   

0．1 △1．H   

O．3  1．2   

0．3 ／＼2．0   

0．1 ′＼0．3   

0．6 ∠へ1．1   

1．1 ∧1．2   

1．2 ∧ ユ．2  

0．2   0．0  

∧ 0．9 ／＼0，8  

∧ 0．2 ／＼、0．1   

0．9 ∧1．6  

＜1．0 ＜1．2  

／＼1．1 ∧1．0   

△1．2 ∧1．1  

Jヽl．l／㌔1．5  

リ り  1．S  i．5 ∧ 0．0  

基礎年金拠出金算定対象者数の構成比  璃L掴済童他共済困難済四民年金  
需十：厚生年金i一泊三賞澗節  

（ ，  ‖   、   （）′ ，  

66．62：l．18：1．03           1             1  

11 66凋⇒」＿］り1皿  

68．43  ：1．00  

6軋47 ；（〕・99  

6日．05   重（〕．9R   

（）／  【）  

（〕．78  20．77   

0．7日  20．80   

0．78  20．2：う   

0．79  20．1Ll   

O．8（） 20．53  

（㍉   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00   

100．00  

（シーー  ％   

2．5」ま   7．08   

2．5二三   7．0′1   

2．52   7．0‘1   

2．53   7．08   

2．55  7．10  

6ト；．19   ● （〕．97 童 2．（う0  7．07  0．81 ：20．35  

（甘ユユ     0．96； 2．（う0  7．0‘i し）．82  20∴17  

2．62   7．11   

2．59   7．05   

∴57  （う．96   

2．55   6．87  

68．81   

（う9．07   

69∴痛   

7（〕．07  

0．R4  20．6ニー   

0．R5  20．4ニう   

0．87  20．2∠1   

0．88  19．6ニう  

ほ1厚牛年金ルfそ成きj年度以前～土r口＝三拝済を含まザ、ヤ祓13年三度以前どIl‡：】農林年金を含圭ない  
（E2 厚生年金ゾ）対前年度増減率ノ）＝柄烏、、ド成t）年度に／〕いては、ド成H牛度」二け1三拝済分を；号材）た場ごトノ）幸、、拙宅ト仲條∴ノ〕し、て亡上平成1ニ輝  

度にIm莞林年金分を含めた場合ヅ）率てある  

ほこi（＝与は、l口農附手金が納什1【る額を算定十ろため人数換籠されチニ拠出金算定対象音数て加J、厚生年令L川ナ1放▼ごあろ  
注」†ミ成17年偉かL、」第こう弓・被保碗者ノ）特例届出（ノ）措置が講じしゝ，れナー  
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第2章◆財政状況   

図表2－1－20は、基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計、特別国庫負担額、  

保険料・拠出金算定対象額、各制度の基礎年金拠出金算定対象者数の推移を確定値  

ベースでみたものである。これによると、保険料・拠出金算定対象額は毎年度増加  

しており、平成17年度は対前年度3．4％増であった。   

保険料・拠出金算定対象額の各制度分担分（＝当該制度の基礎年金拠出金）は、  

基礎年金拠出金算定対象者数で按分した額である。基礎年金拠出金算定対象者数と  

は、被用者年金の場合は当該被用者年金に係る第2号被保険者（20歳以ヒ60歳末  

満の者に限る。）と第3号被保険者の人数、国民年金の場合は第1号被保険者数（任  

意加入を含む。保険料納付者に限る。）のことである。   

基礎年金拠出金算定対象者数は制度全体で減少を続けていたが、平成17年度は対  

前年度3．1％の増加となった。これには、平成17年度から第3号被保険者の特例届  

出の措置が講じられ、これにより、17年度の拠出金算定対象者数が1，472千人増加  

したことが大きく寄与している。基礎年金拠出金算定対象者数の推移を制度別にみ  

ると、平成16年度までは、総じて減少傾向にある中で、私学共済で若rながら増加  

し、厚生年金でも近年微増しているという状況にあったが、17年度には、被保険者  

数が増えた私学共済、厚生年金に加え、国共済、地共済でも増加している。   

また、平成17年度の基礎年金拠出金算定対象者数の内訳を確定値ベースでみたも  

のが、図表2－1－21である。平成17年度の基礎年金拠出金算定対象者数5，961万人  

のうち、第1号被保険者注が1，170万人、第2号被保険者注が3，552万人、第3号被  

保険者が1，239万人となっており、第2号被保険者数に対する第3号被保険者数の  

比率は0．35である。第2号被保険者数に対する第3号被保険者数の比率を制度別に  

みると、厚生年金で0．35、国共済で0．45、地共済で0．35、私学共済で0．29となっ  

ており、国共済で高く私学共済で低い状況にある。なお、この平成17年度の数値に  

は、第3号被保険者の特例届出措置の影響が含まれているため、参考までに16年度  

の状況をみておくと、第2号被保険者数に対する第3号被保険者数の比率は、厚生  

年金で0．31、国共済で0．41、地共済で0．31、私学共済で0．25、全体で0．31となっ  

ており、各制度とも0．04程度低くなっている。  

注 基礎年金拠出金算定対象者数の内訳としての人数であり、第1号被保険者は保険料納付者に、  

第2号被保険者は20歳以ヒ60歳末満の者に限られている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－121基礎年金拠～」i金算定対象者数の内訳 －、鞘支17年度 確定値ベース～  

区分   厚生年金  阿共済   地共済  私学共済  国民年金   合計   

千人  千人  千人  千人  千人  千人  

拠出金算定対象者数  41，766  1，5】9  4，097  523   11，701  59，606   

第1ぢ 軒   11，701  11，701   

第2号  31，031   1，049  3，035  406  35，521   

第3号  ④  10，735  471 1，062 117  12，385  

第2号に対する 
せ／セ 0」う5  0∴15  0．35  0．29  0．35  

第3号の比率  

柱 平成17年度から第：うぢ一被保険者の特例届出の措置が講じられた。   

（参考）、‡そ成16年度 確定値ベース  

区分   厚生隼金  【q共済   地共済  私学共済  国民年金   合計   

千人  千人  千人  丁一人  千人  千人  

拠出金算定対象者数  40，102  1，486  4，026  500   11，702  57，816   

第1号  ！）   11，702  11，702   

第2ぢ一  （≧〕   30，596  1，054  3，072  ：う99  35，120   

第こう号  ③  9，506  432  954 101  10，993  

第2けに対する 
③／官  0．31 0．41 0．31 0．25  0．31   

第3号の比率  
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第2章◆財政状況  

2 被保険者の現状及び推移  

（1）被保険者数 一厘生年金、私学共済で増加一  

平成17年度末の被保険者数は、被用者年金では厚生年金が3，302万人、国共済   

108万人、地共済307万人、私学共済45万人、公的年金制度全体では7，045万人で   

あった（図表2－2－1）。被用者年金では厚生年金が全体の88％を占める。  

公的年金制度全体の被保険者の内訳をみると、国民年金第1号被保険者（任意加   

入被保険者を含む）2，190万人、国民年金第3号被保険者1，092万人、被用者年金   

制度の被保険者3，762万人である。  

図表2－2－1被保険者数の推移  

▲
け
i
・
・
・
・
・
t
－
J
▼
∩
‖
一
卜
し
・
葺
 
 

．
竃
篭
ノ
ブ
b
■
－
1
〓
－
．
∴
鳶
r
 

年度末  
国共済  地共済  私学共済  被用者年金 制度計            公的年金 制度全体   国民年金  
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第1号 t 第3号   

平成   千人  千人  千人   千人  千人  千人  千人   千人   千人  千人   
7        1，125  3，339  400    38，648  69，952  19，104 12，201   

8        1，124  3，336  401    38，824  70，195  19，356  12，015   

9   33，468  1，122  3，326  401    38，807  70，344  19，589  11，949   

10   32，957  1，111  3，306  403    38，258  70，502  20，426 11，818   
32，481  1，106  3，288  404    37，755  70，616  21，175  11，686   

12   32，192  1，119  3，239  406    37，423  70，491  21，537 11，531   
13   31，576  459  1，110  3，207  408    36，760  70，168  22，074  11，334   

14   32，144  1，102  3，181   429    36，856  70，460  22，368 11，236   
15   32，121  1，091  3，151  434    36，798  70，292  22，400  11，094   

16   32，491  1，086  3，111   442    37，130  70，293  22，170  10，993   
17   33，022  1，082  3，069  448    37，621  70，447  21，903 10，922   
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注1国民年金の第1号被保険者数には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注こう 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、平成14  

年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

被保険者数の推移をみると（図表2－2－1、図表2－2－2）、平成17年度は、厚生年金  

で1．6％、私学共済で1．5％の増加となっており、被用者年金制度計で1．3％の増加  

となった。一方で、国民年金の第1号被保険者は1．2％減少し、公的年金制度全体  

では0．2％の増加であった。平成16年度にひき続き、経済状況が回復する中で、被  

用者年金制度の被保険者数が増加した状況がうかがわれる。  
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第2章◆財政状況  

、n成7隼度以降ゾ）被保険者数の動向をみると、厚生年金は、、‡（成9咋度をピーク  

に減少傾向をホしていたが、ヤ成1′川リ如こは農林年金の統合と被保険者の適用拡大  

（被保険者‘の資格の隼齢上限を65歳末満から70歳末溝へ引上二げ仁）の影響で増加し  

たほか、、n戒16、17牛度ヰ前述のとおり経済状況の［珂復などに上り増加している。、  

l叶持済は、、n戒1㌢牛度に地方寸‡二務甘の紺ハ里としての資格が地共済から同共済に変  

更されたことに伴い増加した以外は減少を続けており、地共済も一貫して減少して  

いる。 一方で、私ノ、iご二共済は 一貫して増力「1しており、特に被保険者▲の適用拡大が行わ  

れた平成トノ1年度の伸びが人きくなっているし。また、国民隼金については第1弓一被保  

険者一致が増加を続けていたが、、向長16隼度以降は減少している＝  

注 国共済及び地共済は、従来上り被保険首賢栴に隼齢1二眼はない  

図表222 被保険音数の推移  
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第2章◆財政状況  

（2）年齢一被用者年金の平均年齢は地共済が最も高く、国共済が最も低い一   

被保険者の平均年齢を平成17年度末でみると（図表2－2－3）、被用者年金では地   

共済が最も高く43．3歳、次いで厚生年金41．6歳、私学共済40．9歳、国共済39．8   

歳の順となっている。また、国民年金第1号被保険者の平均年齢は40．0歳となって   

いる。  

図表2－2－3 被保険者の年齢  一平成17年度末－  

国民年金  
区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

第1号l第3号   

平均年齢   歳  歳  歳  歳  歳  歳   

計   41．6  39．8  43．3  40．9  40．0  43．1   

男性   42．4  40．5  44．2  46．5  39．0  48．0   

女性   39．8  36．7  41．8  35．7  41．0  43．0   

年齢分布（男女計）   ％  ％  ％  ％  （紘  一舛，   

計   100．0  100．0  100．0  100．0     100．0  100．0   

20歳未満   0．7  1．6  0．1  0．0  

20～24歳   7．5  6．8  2．8  11．4  20．0  1．5   

25～29歳   13．5  11．4  8．9  15．5  11．0  7．0   

30～34歳   14．8  16．2  12．7  12．3  10．5  15．6   

35～39歳   12．6  14．6  12．4  10．3  9．6  17，2   

40～44歳   11．3  13．9  13．6  10．3  8．4  15．5   

45～49歳   10．4  12．7  15．6  10．1  8．3  13．7   

50～54歳   10．6  11．4  16．9  9．6  11．4  14．8   

55～59歳   12．1  9．4  15．2  10．4  19．3  14．5   

60～64歳   4．9  1．8  1．7  6．7  1．2   

65歳以上   1．8  0．2  0．1  3．4  0．1  

注1 国民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  
注2 厚生年金の男性には坑内員・船員を含む。  

平成17年度末における被保険者の年齢分布をみると（図表2－2－3、2－2－′1）、地共  

済の分布は、45～49歳、50～54歳の割合がそれぞれ15．6％、16．9％と他制度に比  

べて高く、54歳以下で総じて年齢が若い方ほど割合が小さくなる逆ピラミッド型と  

なっており、特徴的である。厚生年金は、30～34歳（14．8％）と55～59歳（12．1％）  

に2つの山があり、国共済は30～34歳（16．2％）で前後の年齢層に比べ割合が大き  

くなっている。また、私学共済は、25～29歳で15．5％と前後の年齢層に比べ突出し  

ている他、65歳以上が3．4％と他制度に比べて大きくなっている。   

国民年金第1号被保険者は被用者年金と異なる年齢分布を示しており、20～24歳  

が最も多く20．0％、次いで55～59歳の19．3％となっている一方で、35～49歳の各  

年齢層は10％以Fの割合となっている。  
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第2章◆財政状況  

図よ2㌢1 被保険甘の年齢分イけ  、l（成17隼度木  
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第2章◆財政状況   

平均年齢の推移をみると（図表2－2－5、2－2－6）、被用者年金は各制度とも上昇を  

続けてきたが、平成17年度には国共済と地共済で若丁低下している。厚生年金と私  

学共済では、平成14年度に、65歳末満から70歳末満への被保険者の適用拡大等の  

影響で大幅に上昇したが、15年度以降は従来程度の伸びに戻っている。私学共済は、  

被用者年金の中で男性の平均年齢が最も高く、女性の平均年齢が最も低いという特  

徴をもつが、適用拡大があった平成14年度に特に男性で大きく上昇したのが目立っ  

ている。 一方、国民年金の第1号被保険者の平均年齢は、低下傾向の後、近年は横  

ばいとなっていたが、平成17年度には0．3歳上昇した。  

図表2－2－5 被保険者の平均年齢の推移  
○男女計  
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年度末   国民年金  
厚生  年金 ：旧農林年金  国共済  地共済  私学共済  第1号】第3号   

平成   歳   歳   歳  歳  歳  歳  歳   
7  38．5  41．5  38．9  40．8  4L4   
8  38．6  41．2  39，0  40．7  42．0   
9  38．7  41．6  39．l  40．4  42．1   
10  39．0  41．9  39．3  40．0  42．2   

39．3  42．2  39．5  39．8  42．4   
12  39．4  42．3  39．6  39．7  42，5   
13  41．3   39．5  42．7  39．7  39．6  42．6   
14   41．3  39．7  42．9  40．8  39．7  42．6   
15   41．4  39．9  43．0  40．8  39．6  42．7   
16   41．5  40 43．4  40．8  39．7  42．8   
17   41．6  39．8  43．3  40．9  40．0  43．1   
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年度末   国民年金  
厚生  年金 ぎ旧農林年金  国共済  地共済  私学共済  第1号l第3号   

平成   歳   歳  歳  歳  歳  歳  歳   
7  41．1  39．0  42．3  44．2  39．6  46．6   
8  39．1  42．1  44．4  39．5  48．8   
9  39．2  42．4  44．5  39．1  48．3   
10  39．5  42．8  44．7  38．9  49．l   

39．8  43．1  44．9  38．6  48．6   
12  40．0  43．2  45．1  38．5  49．2   
13  40．1  43．5  45．2  38．5  48．7   
14   42．1  40．2  43．8  46．6  38．7  47．4   
15   42．2  40．5  43，9  46．6  38．5  47．0   
16   42．3  40．7  44．4  46．6  38．7  48．5   
17   42．4  40．5  44．2  46．5  39．0  48．0   
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年度末   国民年金  
厚生  年金 ぎ旧農林年金  国共済  地共済  私学共済  第l号l第3号   

平成   歳   歳  歳  歳  歳  歳  歳   
7  37．3  36．3  39．9  33．9  41．9  41．4   
8  36．4  39．6  34．0  4l．9  41．9   
9  36．4  40．1  34．2  41．5  42．l   
10  36．6  40．3  34．3  41．2  42．2   

36．6  40．6  34．5  40．9  42．3   
12  36．9  40．9  34，7  40．8  42．4   
13  39．4   36．9  41．1  34．9  40．7  42．5   
14   39．6  36．9  41．4  35．4  40．7  42．6   
15   39．6  36．9  41．5  35．5  40．7  42．6   
16   39．7  36．9  41．7  35．6  40．7  42，8   
17   39．8  36．7  4l．8  35．7  41．0  43．0   
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注1国民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  

注2厚生年金の平成輝度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない 
注3厚生年金の男性は第一一種被保険者、女性は第二種被保険者についての数値である。  
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第2章◆財政状況  

図表2【2－6 被保険者の平均年齢の推移   

歳  《男女計》  
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7 8 9101112131415 －617年度  
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7 8 9 101112131415 1617 年度  

歳  《 女性 》   
44  

42  

40  
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「 ＋厚生年金  国共済  ㊥ 地共済  

＋私学共済   淋1一一国民年金第1号  」国民年金第3号  
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第2章◆財政状況  

（3）男女構成 一女性割合の多い私学共済、少ない国共済一   

被保険者に占める女性の割合を平成17年度末でみると（図表2－2－7）、被用者年金   

では私学共済が52．3％と最も大きく、5割を超えている。 一方、地共済と厚生年金   

は、それぞれ36．8％、34．2％で3割強、国共済は最も低く18．8％である。  

また、国民年金第1号被保険者の女性割合は49．7％である。  

図表2－2－7 男女別被保険者数  一平成17年度末－   

公的年金  
区分  厚生年金  国共済   

地共済  私学共済          制度全体   
国民年金  

第1号  第3号   

千人  千人  千人  千人  千人   千人  千人  

計  33，022  1，082  3，069  448  70，447   21，903  10，922   

男性   21，740  878  1，940  214  35，877   11，010  96   

女性   11，282  204  1，130  234  34，570   10，893  10，827   

女性   ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％   

割合   34．2  18．8  36．8  52．3  49．1   49．7  99．1   

注 国民年金の第1号被保険者数には任意加入被保険者を含む。  

女性割合の推移をみると（図表2－2－8）、国民年金で毎年少しずつ減少してきてい  

る一方で、被用者年金では各制度とも微増傾向にある。私学共済では平成14年度に  

一時的に1．2ポイントの減少となっているが、これは、被保険者の適用拡大等の影  

響で男性を中心に被保険者数が増加した結果と考えられる。  

図表2－2－8 被保険者の女性割合の推移  

年度末  
公的年金  国民年金  

国共済  地共済  私学共済           制度全体       旧農林年金  第1号l第3号   
平成   ％   ％   ％  ％  ％  ％   ％  ％   

7  16．9  35．4  51．9  49．6   51．7  99．7   

8  17．1    35．6  52．1  49．5   51．6  99．7   

9  17．2  35．8  52．2  49．4   51．5  99．7   

10  17．4  36．0  52．4  49．4   51．2  99．6   

17．5  36．1  52．6  49．4   50．9  99．6   

12  17．7  36．3  52．7  49．3   50．7  99．5   

13  17．8  36．4  52．8  49．3   50．5  99．5   

14   33．2  17．9  36．5  51．6  49．1   50．1  99．4   

15   33．5  18．1  36．7  51．9  49．1   49．9  99．3   

16   33．8  18．5  36．7  52．1  49．1   49．8  99．2   

17   34．2  18．8  36．8  52．3  49．1   49．7  99．1   

対前年度増減差  

△0．0  0．0  

△0．2   △0．0  

△0．3   △0．0  

△0．2   △0．0  

△0．2   △0．0  

△0．2   △0．1  

△0．3   △0．1  

△0．2   △0．1  

△0．1  △0．1  

△0．0   △0．1  

△0．1  

△0．1  

△0．0  

△0．0  

△0．1  

△0．0  

△0．2  

△0．0  

△0．0  

△0．0  

0
 
0
 
0
 
1
 
0
 
1
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

△
△
 
 
 
△
△
 
 

0．2  0．2  

0．2  0．1  

0．2  0．2  

0．2  0．2  

0．2  0．1  

0．1  0．1  

0．1  △1．2  

0．1  0．3  

0．1  0．2  

0．1  0．2  

2
 
1
 
2
 
1
 
2
 
1
 
1
 
2
 
4
 
3
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 

8
9
1
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
 
 

0
 
3
 
0
 
0
 
1
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 
 

△
△
 
 

0．2  

0．3  

0．3  

0．3  

注1匡l民年金の第1号被保険者には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない  
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（4）1人当たり標準報酬額（月親） 一男女問の差が小さい国共済と地共済一   

被用者年金について1人当たり標準報酬月額（賞与は含まない）を、†そ成17年度末   

でみると（図表2－2－9）、最も高いのは地共済で45．5万円、次いで国共済40．9方円、   

私学共済37．0万円、厚午年金31∴う〃「－］の順となっている。なお、地共済の標準報   

酬月額は、地共済から報告を受けた「平均給料月額」が時間外勤務手当を始めとす   

る諸手当を含まないベースのものであるので、他制度と比較するためにl．25倍した   

ものである（地共済は他の制度と異なり、「給料」で掛金や給付額を算定する仕組み   

となっている（つ）。   

また、1人モ！うたり標準報酬月額の男女間の差を、男性を100とする女性の水準に   

よってみると、国共済、地共済の2缶り度がそれぞれ椚．2、93．7であり、厚生年金の   

63．3、私学共済の65．5に比べて男女間の差が小さい。  

図表2－2－91人山∃たり標準報酬月額  －、1賊17年度末－  

卜く二分  厚生年金  国共済   地共済  私学共済   

円  ド］  rl  円  

計  く313，204〉 く408，832）く454，555〉 く369，808〉   

男」性   く358，118〉 く422，162〉 〈465，294〉 く451，095〉   

女性  く226，582〉 く351，414〉 く436，119〉 く295，608〉  
男性を100  

とした女惟  く83．2〉  〈93．7〉  〈65．5〉   
ゾ）水準  

注1「標準報酬月額ベース」（7）数値であり、年度末におけ  
る標準報酬月額の被保険者1人当たり平均である。  

注2 地共済の1人当たり標準報酬月額は、平均給料月額を  
標準報酬ベースに換算した（1．25倍）場合の額である  

桔ニ〕 地共済の平均給料月額は男女計363，644円、  
別生こi72，235円、女惟348，895日である。  

注4 厚′と年金の男性は第一種被保険者、女作は第二種被保  
険者についての数値である。   

次に、賞与も含めた総報酬ベースでの水準をみる。1人当たり標準報酬額（総報  

酬ベース・月額）、すなわち、総報酬ベースの標準報酬総額（年度間累計）を年度間  

平均被保険者数で除した額（月額）をみると（図表2－2－10）、平成17年度では、地  

共済60．3万円、国共済54．6／り▲「1」、私学共済19．0万「TJ、厚生隼金37．4二引T】の順と  

なっており、標準報酬月額ベースと同様の状況になっている。また、総報酬ベース  

の男性を100とした女性の水準は、標準報酬月額ベースに比べ、各制度とも若「低  

めとなっている。  
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第2章◆財政状況  

図表2－2－10 1人当たり標準報酬額（総報酬ベース・月額）一平成17年度－  

区分  厚生年金  国共済   地共済  私学共済   

円  円  円  円  

計  374，238  545，501 602，790  490，336   

男性   431，514  565，562  622，025  604，436   

女性  263，913  459，458  569，777  386，388  

男性を100  

とした女性  61．2  81．2  91．6  63．9  
の水準  

注1 「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額 〈総  
報酬ベース〉 の年度間平均（被保険者一人当たり月  
額）である。  

注2 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第二種被  
保険者についての数値である。   

図表2－2－111人当たり標準報酬額（月額）の推移  

年度  厚生年金  

く年度末〉  
国共済   地共済  私学共済   

h ：旧農林年金  

平成   円   円   円  円  円   

7  く379，903〉  く424，225〉  く343，239〉   

8  く385，459〉  く432，775〉  く348，348〉   

9  く390，090〉  く441，521〉  く353，682〉   

10  く396，612〉  く448，151〉  く357，706〉   

く401，956〉  く453，615〉  〈360，832〉   

12  〈410，007〉  く458，066〉  く366，349〉   

13  く412，231〉  く461，583〉  く367，677〉   

14   く314489〉  く406373〉  く456830〉  く369995〉   
375，064  542，694   602，387   498，031  

く313，893〉  く402，646〉  く453，265〉  く370，972〉  

16  374，812  543，117   603，578   493，099  

く313，679〉  く406，543〉  く454，605〉  く369，692〉  

17  374，238  545，501  602，790   490，336  

く313，204〉  〈408，832〉  く454，555〉  く369，808〉   

対前年度  減率（％）  

8  

9  

10  
11  

12  

13  

15  

16  

17  

く1．2〉童  く1．7〉  

く1．8〉：   く1．5〉   

く△0．2〉：   く1．1〉   

く△0．3〉：   く0．9〉  

く1．1〉：  く0．9〉   

く△0．0〉L＿…＿……＿＿＿              く0．6〉  
く△1．3〉  

く△0．2〉  

△0．1  

く△0．1〉  

△0．2  

く△0．2〉  

く1．5〉  く2．0〉  く1．5〉  

く1．2〉  く2．0〉  く1．5〉  

く1．7〉  く1．5〉  く1．1〉  

く1．3〉  く1．2〉  く0．9〉  

く2．0〉  く1．0〉  〈1．5〉  

く0．5〉  く0．8〉  く0．4〉  

く△1．4〉   く△1．0〉  く0．6〉  

く△0．9〉   く△0．8〉  く0．3〉  

0．1  0．2  △1．0  

く1．0〉  く0．3〉   く△0．3〉  

0．4  △0．1  △0．6  

く0．6〉   く△0．0〉  く0．0〉  

注1平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額〈総  

報酬ベース〉の年度間平均（被保険者一人当たり月額）である。  
また、く〉内は「標準報酬月額ベース」の数値であり、年度末における  
標準報酬月額の被保険者1人当たり平均である。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は  
旧農林年金を含まない。  

注3 地共済の1人当たり標準報酬月額は、r平均給料月額」を標準報酬月額  
ベースに換算した場合の額である。  
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1人当たり標準報酬額（月額）の推移をみると（図表2－2－11）、厚生年金では近年  

僅かながら低下傾向が続いている。、ド成17年度の総報酬ベースでの対前年度増減率  

は、厚生年金で0．2％減、国共済で0．4％増、地共済で0．1％減、私学共済で0．6％  

減であった。   

また、男性を100とした女性の水準の推移をみると（図表2212）、厚生年金、  

地共済、私学共済については、平成12年度を除き、少しずつではあるが男女間の差  

が縮まってきている。 方、国共済は、、ド成17年度末の水準が平成7年度末の水準  

をF回っている状況にある。  

図表2－2－12 1人当たり標準報酬額（月額）の男惟を100とした女性の水準の推移  

隼度  厚／卜年金  国共済   地共済  私学共済   
く年三度来〉  ：l【1農林年金  

7   く59．2〉童 く67．2〉   ‖   く84．7〉  く91．6〉  く62．6〉   

8   く59．4〉： く67．7〉   く椚．2〉  く91．6〉  く63．0〉   

9  く59．5〉：く67．9〉   ‖   く83．9〉  く92．2〉  く6ニう．4〉   

10   く60．2〉： く68．1〉   く83．6〉  く92．4〉  く63．7〉   

く60．9〉： く68．3〉   く8こi．1〉  く92．7〉  く64．0〉   

12  く60．8〉：く68．3〉   ‖   く8：う．7〉  く92．6〉  く63．4〉   

13   く61．4〉： く68．6〉   く8ニミ．8〉  く92．8〉  く6：う．7〉   

1／1   く62．ノ1〉   く83．4〉  く92．9〉  く6′1．5〉   

61．0   81．5  91．0  63．0  

く62．5〉   く83．2〉  く9ニi．0〉  く64．9〉  

16  61．0   8l．2  91．1  63．5  

く62．9〉   く83∴i〉  く93．3〉  く65．3〉  

17  61．2   81．2  91．6  63．9  

く63．3〉   く83．2〉  く93．7〉  く65．5〉   

対前年度増減差  

く△ 0．5〉  く0．0〉  く0．4〉  

く△ 0．1〉  く0．5〉  く0．4〉  

く△ 0．2〉  く0．2〉  〈0．2〉  

く△ 0．2〉  く0．3〉  く0．3〉  

く0．3〉  く△ 0．1〉  く△ 0．6〉  

く0．1〉  く0．2〉  く0．3〉  

〈△ 0．4〉  く0．1〉  く0．8〉   

く0．2〉  

く0．1〉  

く0．6〉  

く0．7〉  

〈△ 0．0：〉  

く0．6〉  

く1．0〉  

く0．5〉  

く0．2〉  

く0．2〉  

く0．2〉  

く0．0〉  

く0．2〉  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

1／l  

く△ 0．2〉  く0．0〉  く0．4〉  

△ 0．4  0．1  0．5  

く0．1〉  く0∴う〉  く0．4〉  

0．1  0．5  0．4  

く△ 0．1〉  く0．4〉  く0．2〉  

く0．1〉  

0．0  

く0∴1〉  

0．2  

く0．3〉  

注1、自戒15年度以降は「総報酬ベースー」の数伯であり、標準報酬総額〈総報  

酬ベース〉の年度間、I（均（被保険者‥人、一1たりノ］客酎の女什水準である。  

吏た、く〉内は†標準報酬月顔ベース」（7）数伯であり、隼席末における標  
準報酬什額の被保険者1人、」1たり、付加）女刊三水準であるu  

往2 厚牛隼金の、自戒甘隼度以前は旧 二共済を含まず、平成13隼度以前ほl【」  

農林隼金を含まないノ，  
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（5）標準報酬総額 一厚生年金・私学共済で増加一   

被用者年金の平成17年度の標準報酬総額（総報酬ベース・年度間累計）は、厚生   

年金148兆7，083億円、国共済7兆654億円、地共済22兆2，616億円、私学共済2   

兆6，495億円であった（図表2－2－13）。  

標準報酬総額の推移をみると、厚生年金は、平成16年度に引き続き17年度も増   

加しており、総報酬ベースで1．3％の増であった。また、私学共済も平成17年度に   

総報酬ベースで0．9％増となっている。私学共済は、被保険者数の増加を背景に、   

→賞して増加傾向が続いている。平成14年度の高い伸びは、被保険者の適用拡大が   

影響しているものと考えられる。一方、国共済及び地共済は、近年減少傾向にあり、   

平成17年度には総報酬ベースでそれぞれ0．1％減、1．5％減となっている。平成12   

年度に、標準報酬月額ベースで地共済が減少するとともに国共済が他年度に比べ大   

きく増加しているが、これには、地方事務官の組合員としての資格が地共済から国   

共済に変更されたことが影響している。  

図表22－13 標準報酬総額の推移  

年度  
被用者年金  

国共済  地共済  私学共済   制度計  
旧農林年、   

平成   億円  億円  億円   億円  億円  億円  億円   
7        く50，431〉  く168，207〉  く16，431〉    く1，490，326〉   
8        く51，314〉  く171，635〉  く16，745〉    く1，515，977〉  
9   く1，281，286     く51，893〉  く174，521〉  く17，004〉    く1，541，603〉   

10   く1，272，631     く52，368〉  〈176，293〉  〈17，279〉    く1，535，358〉   
く1，247，826     く52，854〉  〈177，712〉  〈17，500〉    く1，512，606〉   

12   く1，240，660     く54，319〉  く176，426〉  く17，777〉    く1，505，781〉   

13   く1，231，930     く54，583〉  く176，435〉  く18，016〉    く1，497，374〉   

14   く1233692〉  く54065〉  〈175486〉   く19005〉    〈14822／17〉   

1，458，725  71，088   228，236  26，076    1，784，125  

く1，219，199〉  く52，860〉  〈171，616〉  〈19，275〉    く1，462，950〉  

16  1，468，506  70，717   225，979  26，263    1，791，464  

く1，226，226〉  〈52，582〉  〈169，031〉  く19，572〉    く1，467，412〉  

17  1，487，083  70，65ノ1  222，616  26，495    1，806，849  

く1，242，451〉  く52，733〉  〈167，237〉  〈19，845〉    く1，482，266〉   

対前年度増減率（％）  

く1．7〉； く1．3〉   
く3．7〉 《1．7》  

く△0．7〉  

く1．8〉  く2．0：〉  く1．9〉   

く1．1〉  く1，7〉  〈1．5〉   

く0．9〉  く1．0〉  〈1．6〉   

く0．9〉  く0．8〉  〈1．3〉   

く2．8〉   く△0．7〉  く1．6〉   

く0．5〉  く0，0〉  〈1．3〉  

〈△1．0〉   く△0．5〉  く5．5〉   

く1．7〉   

く1．7〉  

く△0．4〉  

〈△1．5〉  

く△0．5〉  

〈△0．6〉  

〈△1．0〉  

く△1．3〉  

0．4  

く0．3〉  

0．9   

く1．0〉  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

リ  
15  

16  

17  

〈△1．9〉  ：〈△0．4〉 l  

く△0．6〉  ：く△0．7〉  

〈△0．7〉  ：く△1．1〉  
l■■－●■■●■■－■■－   

く0．1〉  

〈△1．2〉  

0．7  

く0．6〉  

1．3  

く1．3〉  

く△2．2〉   く△2．2〉  〈1．4〉   

△0．5  △1．0  0．7  

く△0．5〉   く△1．5〉  く1．5〉   

△0．1  △l．5  0．9   

く0．3〉   く△1．1〉  く1．4〉  

托1年度間累計の額である。  
注2 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数  

値である。  

注3 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
托4 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含  

めた場合の率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  

注5 地共済は給料総額を標準報酬月額ベースに換算した場合の総額である。  
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第2章◆財政状況  

3 受給権者の現状及び推移  

（1）受給権者数 一各制度とも増加が続く一  

平成17年度末の受給権者数は、厚生年金2，511ガ人、国共済98ガ人、地共済229   

万人、私学共済28力‾人、国民年金2，439力‾人（新法基礎年金と旧法国民年金の合計）   

であった（図表2－3－1）。この受給権者数は、厚生年金と基礎年金の受給権を両方有   

するなど1人で複数の受給権を有している者について、それぞれでカウントしたも   

のである。また、遺族隼金の受給権者の場合、要件に該当する遺族すべてに受給権が   

付与されること、例えば配偶者とr・供が2人いた場合、1人分の遺族年金に対し受給   

権者数は3人となることにも鰍旨が必要である。  

これらの重複を除いた何らかの公的年金の受給権を有する者の数は、基礎年金番号   

を捕用して算出すると3，287月一人である。  

図表2－3－1受給権者数の推移  

厚生年金  
年度末  

国民年金  
国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  

旧三共済  旧農林年金  
旧法国民年金   

、ド成   千人   千人   千人   千人  千人  千人  千人   
7  778  1，747  173．5  15，152   
8  794  1，793  184．6  16，010   
9   16，  8  810  1，8∠18  193．5  16，987   
10   17，  6  823  1，898  202．5  17，871   

18，5  835  1，942  212．7  18，795   
12   19，．  5  862  1，984  223．8  19，737   
13   20，5  883  2，049  235．3  20，669   
14   21，980  906  2，109  245．9  21，653   
15   23，148  933  2，174  258．2  22，544   
16   24，233  962  2，240  271．0  23，431   
17   25，110  984  2，289  280．8  24，393   

往1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成1こう年度以前は‡fl農林牢金を含まない。  

iL2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合  
の率、平成H年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である「  
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第2章◆財政状況   

受給権者数の推移をみると（図表2－3－1、2、3－2）、各制度とも増加を続けており、  

対前年度増加率は平成8年度以降で、厚生年金、私学共済、国民年金が概ね4～6％  

程度であるのに対し、国共済と地共済の増加率はやや低く、概ね1～3％程度となっ  

ている。   

平成17年度の対前年度増加率をみると、被用者年金では、厚生年金と私学共済が  

ともに3．6％増、国共済が2．3％増、地共済が2．2％増となっており、16年度までに  

比べ伸び率が鈍化している。この伸び率鈍化の要因としては、厚生年金、国共済、  

私学共済では、主として新規裁定者数の減少が挙げられるほか失権者数の増加も影  

響しているものと考えられる。一方、地共済では、失権者数の増加が主な要因と考  

えられる。また、国民年金（新法基礎年金と旧法国民年金）の受給権者数は4．1％  

増となっている。  

図表2－3－2 受給権者数の推移  
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第2章◆財政状況  

（受給者数）   

年金が全額支給停1上二ii一されている者を除いた受給者数は、図表2－3－3のように推移  

しており、その動向は卜でみた受給権者数の動向と概ね同じである。  

往 年金は、併給調整や在職老齢年金の仕組によって全額又は 一部が支給停止となることがある 

図表2ト3－3 受給者数の年次推移  

丁字生年金  国民年金  
隼度末  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  

＝十三共済  旧農林年金  旧法国民年金   

、†そ成   千人   千人   千人   千人  千人  千・人  千一人   
7  1，680  157．8  14，751   
8  1，729  167．6  15，6‖   

9   15，  7  l，783  176．7  16，585   
10   16，5  1，833  185．9  17，469   

17，2  811   1，875  195．8  18，362   
12   18，0  837  1，913  206．7  19，304   

19，0  857  1，970  217．3  20，238   
‖   20，315  879  2，029  221．8  21，222   
15   21，369  906  2，088  234．5  22，111   
16   22，334  933  2，152  247．3  22，997   
17   23，156  956  2，206  259．2  23，954   

ナ1二1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含圭ず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない 

注2 摩牛牢金の対前年度増減率の《》内は、平成‖年度に旧農林年金分を含めた場合の率である 
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第2章◆財政状況  

（2）年金種別別にみた状況   

ア 平成17年度末の状況  

受給権者を年金種別、すなわち  

① 老齢・退年相当の老齢・退職年金（以下「老齢・退年相当汀」という。）  

② 通老・通退相当の老齢・退職年金（以下「通老・通退相当汗」という。）  

③ 障害年金  

④ 遺族年金  

の別にみる。  

注 「老齢・退年柑、当」とは、加入期間が老齢基礎年金の受給資格期間を満たしている（経過  

措置（現在は20年以上）及び中高齢の特例措置（15咋以上）を含む）新法の老齢厚生年金・  

退職共済年金、及び基礎年金制度導入前の旧法Ⅵ老齢年金・退職年金のことで、「適老・通退  

相、当」とは、老齢・退年相≡引こ該当しない新法老齢厚生年金・退職共済年金、及び旧法の通  

算老齢年金・通貨退職年金のことである。なお、国民年金の場合、新法老齢基礎年金のすべ  

てが老齢相当ということになる。  
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図表2－3－4 受給権者の年金種別別構成  一平成17年度末  

厚生隼金  

国 共済  

地共済  

私学英済  

国民年金   

如法ノ．日掛半金と  
【l法l現川▲金  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（私学共済は通老・通退相当が、他制度は老齢・退年相当が最も多い）   

受給権者の年金種別別構成割合をみると（図表23－4、図表2－3－5）、制度によ  

って特徴が見られる。   

厚生年金では、老齢・退年相当が5割弱と最も多く、次いで通老・通退相当が  

3割強という構成である。これに対し、国共済、地共済では、老齢・退年相当が  
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第2章◆財政状況  

それぞれ6割強、7割と多く、通老・通退相当は少ない。一方、私学共済では、  

通老・適退相当が5割と最も多く、老齢・退牛相当は3割と少なくなっている。  

また、国民年金では、老齢・退牛相当が9割弱を占めている。   

この傾向は、受給者数でみても大きな違いはない（図表2－3－5）。   

図表2－3－5 年金種別別にみた受給権者数及び受給者数  一平成17年度末－  

国民年金  

区分   厚生年金 国共済  地共済 私学共済   新法基礎年金と  

旧法国民年金   

受給権者数   丁・人  F人  千人  千人   千人   

計   25，110  984  2，289  280．8   24，393  

‖，523  633   1，578  89．3   20，929  

8，591  80  135   140．0   1，474   

障害年金   487  ‖  38  2．1   1，655   

遺族年金   4，509  257  538  49．▲4   335   

棉成比   （ ，  （ ′。  〔  （ 
，   ％   

計   100．0  100．0  100．0  100．0   100．0   

渡 
45．9  6′1．3  68．9  31．8   85．8  

老齢・退職年 
34．2  8．1  5．9  ノ19．9   6．0   

障害年金   1．9  1．4  1．7  0．7   6．8   

遺族年金   18．0  26．1  23．5  17．6   1．4   

受給者数   千人  千人  千人  千人   千人   

計   23，156  956  2，206  259．2   23，954  

10，852  618   1，540  76．4   20，832  

7，805  78  130   131．8   1，470   

障害年金   355  10  23  1．8   1，518   

遺族年金   4，145  250  513  49．2   134   

構成比   ％  （滝  （滝  （滝  

計   100．0  100．O  100．0  100．0  100．0  

46．9  6∠1．6  69．8  29，5   87．0  

33．7  8．2  5．9  50．8   6．1   

障害年金   1．5  1．0  1．0  0．7   6．3   

遺族年金   17．9  26．2  23．2  19．0   0．6  

ナ1三 国轄済の √計 には、船員給付及び公務災害給付が含まれている。   

（国民年金は遺族年金が少ない）   

国民年金では、他制度と異なり、遺族年金が障害年金よりも少ない。遺族年金  

の受給権音数割合をみると、国民年金は1．4％であり、一方、被用者年金では最  

も低い私学共済でも17．6％（厚生年金は18．0％）ある。これは、国民年金の遺族  

農礎年金注は鹿本的には】8歳末満の7一注文は18歳末満の「を有する妻にしか支給  

～ 49 一   



第2章◆財政状況  

されないのに対し、被用者年金の遺族年金は死亡した老齢年金受給権者の配偶者  

にも原則として受給権が与えられることから、このような違いが生じていると考  

えられる。   

注 国民年金には遺族基礎年金以外に「寡婦年金」、「死亡 一時金」がある。［司民年金の遺族年  

金受給権者数には寡婦年金の受給権者数も含まれるがウェイトは小さい。また、18歳未満の  

子とは正しくは18歳に到達した年度の末日までにある子又は20歳未満の障害等級の1級・2  

級の障害の状態にある子のことである。  
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（国共済と地共済は通老・通退相当が少ない）   

また、国共済と地共済にあっては、通老・通退相当の占める割合はそれぞれ8．1％、  

5．9％でしかなく、他の被用者年金が30％以上（厚生年金34．2％、私学共済49．9％）  

であるのに比べて小さい。国共済と地共済は、加入期間の長い者の比率が他の被  

用者年金に比べて高いことがうかがえる。例えば、老齢・退年相当の平均加入期  

間をみても、国共済420ケ月、地共済415ケ月であり、厚生年金380ケ月、私学  

共済378ケ月に比べて長いものとなっている。   

（私学共済は通老■通退相当が多い）   

私学共済は老齢・退年相当31、8％に対し通老・通退相当が49．9％と、通老・通  

退相当の方が老齢・退年相当よりも多くなっており、特徴的である（厚生年金は  

老齢・退年相当45．9％に対し通老・通退相当34．2％である。）。  
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イ 推移   

年金種別別に受給権者数の推移をみると（図表2－3－6）、国民年金の通老・通退   

相当と遺族年金以外は、各制度ともいずれの年金種別でも増加を続けている。   

（老齢・退年相当 一国民年金で大幅な増加－）   

老齢・退年相当について平成17年度の対前年度増加率をみると、被用者年金で   

は厚生年金が3．2％増、国共済が0．6％増、地共済が1．7％増、私学共済が3．9％   

増となっており、いずれも16年度までに比べ伸びが鈍化している。 （図表2－3－6）   

また、国民年金の老齢・退年相当の受給権者（老齢基礎年金受給権者を含む）は   

5．1％増と引き続き大幅に増加した。   

国共済と地共済の老齢・退年相当は、他制度に比べて増加ペースが遅い。これ   

は、両制度が恩給公務員期間等を通算しているため、既に多くの受給権者が発生  
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第2章◆財政状況  

し、相対的に成熟の程度が高いからである。受給権者数の増加ペースが他制度よ  

りも遅いが、年金財政の観点からは、今後、恩給公務員期間等を有する者が少な  

くなる∠とともに、財源が、国・地方公共団体等が事業主として負担する追加費月］  

から、保険料にシフトしていくことに留意が必要である。   

（通老・通退相当 一国共済で大幅な増加－）   

通老・通退相当の動きを老齢・退牛相当と比べると、私学共済以外の被用者年  

金では、通老・通退相当の伸びの方が大きくなっている。平成17年度の対前年度  

増加率は、厚生年金が4．4％増、国共済が14．3％増、地共済が4．3％増と、 とも  

に老齢・退年相当より高くなっている。ノ特に国共済では、平成12年度以降二桁の  

伸びが続いており、増加傾向が顕著である。一方、私学共済は、老齢・退年相当  

3．9％増に対し、通老・通退相当3．4％増となっている。なお、国民年金の通老・  

通退相当は、lし】法の通算老齢年金受給権者であるため、年々減少している。   

（障害年金）   

障害年金も各制度で増加を続けている。障害年金の増加率は、国民年金以外で  

は遺族年金に比べて低い傾向であったが、地共済では平成15年度に逆転し、遺族  

年金より高い状態が続いている。 また、私′羊共済でも平成15年度、16年度は遺  

族年金より高い伸びであった。   

（遺族年金）   

遺族年金は、国民年金以外の制度で増加を続けており、平成17年度の対前年度  

増加率をみると、厚生年金3．3％増、国共済3．1％増、地共済3．2％増、私学共済  

3．7％増となっている。   

（年金種別別構成割合）   

受給権者数の年金種別別構成割合の推移をみると（図表2－3－7）、私学共済と国  

民年金で老齢・退年相当の割合が増えているのに対し、厚生年金では通老・適退  

相当が、国共済と地共済では通老・適退相当及び遺族年金の割合が増えてい る。  

これらの動向には、各制度の成熟の度合い等が反映されているものと考えられる。  
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図表2－3－6 年金種別別にみた受給権者数の推移  

厚生年金  国共済  

年琶末  老齢・退職年金   老齢・退職年金   
計  

当当  当当   
平成   千人    千人    千人    千人    千人     千人    千人    千人    千人    千人   
巴  15，081  7，051  4，606   378  3，047     778    565  ：Z5  11   176   

8  15．871 7，386  4，923   386  3，177     794    570  28  11  184   

9  16，813  7，822  5．299   393  3．299     810    576  30  11   192   

10  17，679  8，217  5，625   404  3，433     823    579  3二三  11    200   

18，571  8．580  5，975   415  3t601     835    580  35  12    208   

1ご  19，529  9，014  6，352   425  3，737     862    592  39  12    218   

13  20，559  9，486  6，764   436  3，873     883    601  43  13    226   

14  2l，980 10，145  7，299   452  4．084     906    610  49  13    234   

15  23，148 10，690  7，770   463  4，225     933    620  58  13    241   

16  24，233 11．167  8，225    476  4，365     962    629  70  14    249   

17  25，110 11，523  8．591   487  4．509     984    633  80  14    257   

☆・前年冬増減率」≠）  

8   5．2    4．7    6．9    2．1   4．3     2，0    0．9    9，2    2．2    4．6   

9   5，9    5．9    7．6   ：三．0    3．8     2．1   1．1   8．1   2．5    4．3   

10   5．2    5．0    6，1   二：．7    4，1     1．6    0．5    7．6   l、8    4．l   

5，0    4．4    6．2   ：三．8    4．9     1．5    0，2    7．9   1．7    4．0   

5．2    5．1   6．3    2．4    3．8     3．1   2．1  10．9    4．5    4．8   

13   5．3    5．2    6，5    2．5    3，6     2．5   l．5   12．7    3．3    3，5   

14   6．9    6．9    7．9    3．8    5．4     2．6   1．5   13．8    3．5    3．5   

15   5．3    5．4    6，5    2．4    3，5     2．9   1．6   18．0    3．3    3．3   

16   4．7    4．5    5．9    2．8    3，3     3．1   1，5   19．7    3．1   3，2   

17   3．6    3．2    4．4    2．3    3．3     2．3    0．6   14．3    2．9    3．1   

地共済  私学共済  

年度末  老齢・退職年金   老齢・退職年金   
計  

当当  目当当   
平成   千人    千人    千人    千人    千人     千人    千人    千人    千人    千人   
巳  1，747  1，266  88  28    364     173．5   49．0   92．7   l．4   30．3   

8  1，793  l，290  92  29   382     184．6   53，6   97．4   1，5   3：Z．：   

9  1．848  1，322  95  30    401     193．5   56．8  101．0   1．5   34．1   

10  1，898  1．349  98  30   420     202．5   60．2  105，0   1．6   35．8   

1，942  1，372   101  31   438     212．7   63，5  109．3   1．6   38，1   

12  1，984  1，394   104  32    454     223．8   67．8  114．1   1．7   40．1   

13  2，049  1．434   112  32    470     ：35，3   72．3  119，2   1．8   4二三．0   

14  2，109  l，471  117  34    488     245．9   76．5  123，6   1．8   43．9   

15  2，174  1、511  123  35    505     258．2   81．3  129．2   1．9   45．7   

16  2，240  1，552   129  37    522     271．0   86，0  135．4    2，0   47．6   

17  2．289  1，578   135  38    538     280，8   89．3  140．0    2．1   49．4   
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オ前年摩  増減室（（払l   

8   2，6   1．9    4，0   ：三．3    5．0     6．4    9．3    5．0    4．3    6．1   

9   3．1   2．5    3．7    2．2    4．9     4．8    6．0    3．7    2．5    6．1   

10   2，7    2．0    3．2    2．3    4．7     4．7    5，9    3．9    3，3    4．8   

2．3   1．7    2，6    2，1   4．3     5．0    5．6    4．2    4．0    6．6   

12   2．2   1．6    3．5   1．8    3．6     5．2    6．7    4．4    3，8    5．2   

13   3，2    2．8    7，3    2．9    3．6     5．1   6．6    4．4    2．5    4，8   

14   3．0    2．6    4．5    3，6    3．7     4．5    5．9    3．7    3．5    4．5   

15   3．1   2．7    4．9    4．5    3．6     5．0    6，3    4．5    4．9    4．1   

16   3．0    2．7    5．5    4．3    3．3     5．0    5，7    4．8    5．4    4．0   

17   2．2   1．7    4．3    4．2    3，2     3．6    3．9    3．4    3、3    3．7   

国民年金 新法基礎年金と旧法国民年金  

年麿東  老齢・退職年金   
計  

当当   
平成   千人    千人    千人    千人    千人   

15．152 11，400  2，109  1，309   334   

8  16，010 12．276  2、063  1、338   332   

9  16，987 13，276  2，011 1，370   331   

10  17，871 14．186  1．952  1，402   331   

18，795 15，090  1，890  l，437   377   

12  19，737 16．061 1，829  1，473   373   

13  20，669 17，030  1．764  1，508   367   

14  21．653 18，053 l，697 1，543   360   

15  22，544 18．985 1，625 1，580   353   

16  23，43119，915 1，552 1．619   345   

17  24．393  20，929 1，474 l，655   335   
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注1嘩：生年金の平成13年度以前は旧農林年金を含まない亡圭た、平成8年便以前について竃）旧三共済か含去かている 注21司共講甘「計」には 

、船昌給付及び公務災害給付か含まiしている亡  
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図表2－3－7 受給権者数の年金種別別構成割合の推移  

写生荘重  国共薄  

昏‥官末  車齢・J眉職年金  老齢・退職年金  
言十     ］蔵書年金  遺族年金  言十  

1旦年相当   退年柁当   
平成   

100U   lh．パ   3U．5    コ．5   ：U．ご      1UU．U    7こ三．（i   ：う．こう    1．4    コ】．「   

十  10U．U   lh．5   こう1．U   ：．4   ごU．U      100．0   71，ポ    ニう．5   1．4   コ3．：   

J  1UU．U   lbう   ⊥il．5    ご∴1  19．h      1UO一り   71．1    二i．7    1．4    コこ与．丁   

10  1UU．り   4b．こ）   ニil．8    コ．3   19．，1      1UU．U   70．3    3．9    l．4    コ4．こう   

10U．U    4h．ご    こうご．ご          19．4      100．0   69－5    4．ご    1．4    ご4．9   

†」  10Uし）  ・1（i．コ   こうユ5          19．1      100′U   tう8．8    1．5    1．■i   コ5．3   

100，U   4b．1   ニiコ．り    コ．1  18．R      100．0   68．1    4．9    1．ヰ   ：5．6   

100．0    4（〕．ご    こう3．コ     ニ．1   18．6      100．0   ヒ〉7．3    5．5    1．4    コ5．8   

15  100り   1そi．ご    こう3．し；    二．U   18．3      100．U   t〕b．4    h∴i   l．4    二三5．9   

16  100．り    4b．1   3ニう．9    ユ0   18．0      1UO．O   t）5．・4    7．J   l．4    コ5．9   

1UO．U   4六．り   こう4．ご    1．9   18．0      1UO．0   64．3    とi．1   1．4    ごb．1   

軌♯「斧  私学共済  

隼琶玉  若齢・退職鑑企  老齢・適職年金  
壬i  

退任相当   う計年相当   
平成  

1UU．0   7二：．5    5．1  1．b   コ0．H      100．O    L：8∴う   5二う．4    0．8   17．5   

8  10U．0   71．9    5．1  1．6   ご1．こi      100．0   二三り，0   5コ．7    U．8   17．4   

9  1UO．U   71∴i    5．1  1．6   コ1．7      100．0   こZ9．4   5ご．＿    0．8   17．6   

】0  100．0   71．1   こ〉．：   1．6   22．1      10U．0   ：三9．7   51．8    0．8   17．7   

100．0   70．7  こ），コ    1．6   2ニ．6      10U．0   ：）9．9   51．4    リー8   17．9   

】2  1UO，U   7U∴j    5．3    1．6   コ2．9      10U．0    二う0∴う    51．0    0．8   17．9   

1Uし）．0    70．0    こ）．5    1．6    03．0      10U，U   30．7   5U．7    0．7   17．9   

‖  10U．0   仁）9．7   ．）．J   l．6   ヱ3．1      100．0    31．1   50．3     0．7   17．9   
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】6  100．0   69．3    5．8    1．b   ごこう∴i      100．0   こうl．7   50．0    0．7   17．6   

100．0   68．9    5．9    1．7    二三3．5      100．O   M．8   49．9    0，7   17．6   
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（3）年金総額   

ア 平成17年度末の状況  

平成17年度末の年金総額（受給権者の年金額の総額）は、厚生年金25兆3，435   

億円、国共済1兆7，621億円、地共済4兆5，471億円、私学共済2，803億円、国  

民年金15兆3，501億円（新法基礎年金と旧法国民年金）であった（図表2－3－8）。  

国民年金の15兆3，501億円には、l口法被用者年金の基礎年金相当分（旧法年金の  

いわゆる1階部分）は含まれない。公的年金制度全体で47兆2，831億円である。  

図表2－3－8 年金種別別にみた年金総額  一平成17年度末－  

区分   
被用者年  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済   金制度計   新法基礎年金と  

旧法国民年金   

受給権者   億円   億円   億円  億円  億円   億円   億円   

計   253，435 17，621 45，471 2，803     319，330  153，501  472，831   

（ 

181，326 13，433 36，052 1，849     232，660  133，014  365，673  
老齢・退職年金 

23，071  282  705  565     24，624   3，216  27，840   

障害年金   4，297  87   666   24     5，074  14，788  19，862   

遺族年金   44，740  3，712  8，149  366     56，966   2，483  59，449   

楕成比   ％  ％  ％  ％  ％   ％   ％   

計   100．0  100．0  100．0  100．0  100．0   100．0  100．0   

魂 
71．5   76．2   79．3   65．9  72．9   86．7  77．3  

老齢・退職 
9．1  1．6  1．6   20．2  7．7   2．1   5．9   

障害年金   1．7  1．1  1．2  0．8  1．6   9．6   4．2   

遺族年金   17．7   21．1  17．9  13．0  17．8   1．6  12．6   

受給者   億円   億円   億円  億円   億円   億円   億円   
計   240，934 17，186 44，271 2，491  304，881  150，681  455，562   

璃 
173，256 13，134 35，362 1，578  223，331  132，523  355，853  

老齢・退職 
21，506  272  681  527  22，986   3，207  26，193   

障害年金   3，017  128  363  20  3，528  13，627  17，155   

遺族年金   43，155  3，645  7，865  365  55，030   1，324  56，354   

構成比   ％  ％  ％  ％   ％   ％   ％   
計   

100．0  100．0  100．0  100．0   100．0   100．0  100．0   

（ 

老齢・退職年金 
71．9   76．4   79．9   63．4   73．3   87．9  78．1  

8．9  1．6  1．5   21．2   7．5   2．1   5．7   

障害年金   1．3  0．7  0．8  0．8   1．2   9．0   3．8   

遺族年金   17．9   21．2  17．8  14．7   18．0   0．9  12．4  

江 国共済の「計」には、船員給付及び公務災害給付が含まれている。  

これを全額支給停止されている年金を外した受給者ベースでみると45兆5，562  

億円となる。受給者ベー スの年金総額は、一部が支給されている年金については、  
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第2章◆財政状況   

停止前の年金額を足し合わせたものである。したがって、受給者ベースの年金総   

額であっても、そのすべてが支給されているわけではない。以下では、特に断ら   

ない限り、年金総額は受給権者ベースのものとする。  

年金種別の割合をみると、各制度とも老齢・退牛相当が70～80％台を占める。   

ただし私学共済は65．9％と他制度に比べて小さく、代わりに通老・通退相当が   

20．2％と他制度に比べて大きくなっている。また、被用者年金にあっては、概ね、   

遺族年金が17～21％（私学共済のみ13．0％）、障害年金は2％未満であるのに対   

し、国民年金は遺族年金が1．6％と小さく、障害年金は9．6％となっている。  

なお、この傾向は、受給′者ベースでみても特に変わりはない。   

イ 推移  

年金総額の推移をみると（図表2－3－9）、国共済で平成16年度に減少となった   

ものの、総じて増加傾向が続いている。平成17年度は、厚生年金が1．7％増、国   

共済が0．2％増、地共済が1．0％増、私学共済が2．7％増であった。  

また、国民年金（新法基礎年金とl口法国民年金）の年金総額は、平成17年度で、   

対前年度5．2％増であった。   

（老齢・退年相当）  

老齢・退牛相当についてみると、平成17年度の対前年度増減率は、厚生年金  

1．5％増、国共済0．6％減、地共済0．5％増、私学共済2．9％増、国民年金6．0％増   

となっている。   

（遺族年金）  

遺族年金の年金総額は平成17年度の対前年度増減率でみると、厚生年金3．5％   

増、国共済3．0％増、地共済3．7％増、私学共済4．3％増となっている。平成8年   

度以降でみると、被用者年金では、遺族年金が老齢・退年相当よりも総じて高い   

率で増加している。   

（年金種別別構成割合）  

受給権者の年金総額の年金種別別構成割合の推移をみると（図表2－3－10）、厚   

生年金、、国共済、地共済については、総じて、老齢・退年相当の割合が減る一方   

で遺族年金の割合が増えているのに対し、私学共済と国民年金では老齢・退年相   

当の割合が増えている。  

一 55 －   




